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用 語 例

本計画で使用する用語等は、次による。

標 記 説 明

基本法 災害対策基本法（昭和36年11月15日法律第223号）

救助法 災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号）

道防災会議 北海道防災会議

本部長 北海道災害対策本部長

地方本部長 北海道災害対策地方本部長

現地本部長 北海道現地災害対策本部長

総合振興局又は 総合振興局又は振興局地域災害対策連絡協議会

振興局協議会

道防災計画 北海道地域防災計画

総合振興局又は 北海道行政組織規則（昭和41年4月1日規則第21号）第35条の規定による所管区

振興局所管区域 域及び同規則第37条の下欄に掲げる総合振興局長又は振興局長が事務処理する

こととされている上欄の市の区域

防災関係機関 道の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関（基本法第２条第４号に

規定する指定地方行政機関をいう。）、道を警備区域とする陸上自衛隊、道の

区域内の消防機関並びに道の地域において業務を行う指定公共機関（同条第５

号に規定する指定公共機関をいう。）及び指定地方公共機関（同条第６号に規

定する指定地方公共機関をいう。）

防災会議構成機 基本法第15条に定める北海道防災会議の委員の属する機関

関

災害予防責任者 基本法第47条に定める防災に関する組織の整備義務を負う指定行政機関の長及

び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関

及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者

災害応急対策実 基本法第50条第２項に定める指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地

施責任者 方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他

法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者

要配慮者 高齢者、障がい者、乳幼児その他の災害時に特に配慮を要する者

避難行動要支援 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら

者 避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

特に支援を要するもの

複合災害 同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することによ

り、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象
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第１章 総 則

第１節 計画策定の目的

この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第40条の規定に基づき、北海道防災会

議が作成する計画であり、北海道の地域において、予防、応急及び復旧等の災害対策を実施する

に当たり、防災関係各機関が、その機能の全てをあげて道民の生命、身体及び財産を災害等から

保護するため、次の事項を定め、本道における防災の万全を期することを目的とする。

１ 北海道の区域を管轄し、若しくは、区域内に所在する指定地方行政機関、北海道、市町村、

指定公共機関、指定地方公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者等が処

理すべき防災上の事務又は業務の大綱

２ 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に必要な防災

の組織に関すること

３ 災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の新設及び改善等災害予防に関すること

４ 災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等災害応急対策に関すること

５ 災害復旧に関すること

６ 防災訓練に関すること

７ 防災思想の普及に関すること

なお、本計画は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」の主にゴール１、11、13、17の達成に資する

ものである。

※持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：ＳＤＧｓ）

2015年９月に国連サミットで採択された、2030年を期限とする先進国を含む国際社会全体

の開発目標であり、17のゴール（目標）と、それぞれの下により具体的な169のターゲットが

ある。全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の役割を重視し、「誰

一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に統合的

に取り組むもの。

第２節 計画の構成

北海道地域防災計画は本編の他、次の各編から構成する。

１ 地震・津波防災計画編

２ 原子力防災計画編

３ 資料編

４ 原子力防災計画資料編

これらの計画は、水防法に基づく北海道水防計画及び石油コンビナート等災害防止法に基

づく北海道石油コンビナート等防災計画とも調整を図るものとする。

第３節 計画推進に当たっての基本となる事項

本計画は、北海道防災対策基本条例（平成21年条例第8号）第３条の基本理念等を踏まえ、次

の事項を基本として推進する。

１ 災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の

迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が
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失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策

を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければなら

ない。

２ 自助（道民及び事業者が自らの安全を自らで守ることをいう。）、共助（道民等が地域に

おいて互いに助け合うことをいう。）及び公助（道、市町村及び防災関係機関が実施する対

策をいう。）のそれぞれが効果的に推進されるよう、防災対策の主体の適切な役割分担によ

る協働により着実に実施されなければならない。

３ 災害時は道民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、「自らの命

は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等についての住

民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、災害

教訓の伝承や防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化により、社会全体としての防災

意識の向上を図らなければならない。

４ 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図

るため、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障がい者などの参画を

拡大し、男女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図らなければなら

ない。

５ 新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策の徹底

や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策の観

点を取り入れた防災対策の推進を図らなければならない。
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第４節 計画の修正要領

道防災会議は、基本法第40条に定めるところにより道防災計画に随時検討を加え、おおむね次
に掲げるような事項について必要があると認めるときは、修正の基本方針を定めこれを修正する
ものとする。
１ 社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき

２ 防災関係機関が行う防災上の施策によって計画の変更（削除）を必要とするとき

３ 新たな計画を必要とするとき

４ 防災基本計画の修正が行われたとき

５ その他道防災会議会長が必要と認めたとき

前各号に掲げる事項については、計画の部分的な修正についても同様とする。

市町村地域防災計画について、基本法第42条第６項の規定による道防災会議の意見は、知事が

定める市町村地域防災計画の全体に通ずる基本方針について行うものとし、個別の市町村地域防

災計画がその基本方針に基づき作成（修正）されている場合は、個別的な意見は、これを省略す

ることができるものとする。
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第５節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱

防災会議構成機関、市町村、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者の防災上処理すべき事
務又は業務の大綱は、次のとおりである。
なお、事務又は業務を実施するに当たり、防災関係機関の間、住民等の間、住民等と行政の間

で防災情報が共有できるように必要な措置を講ずるものとする。

１ 指定地方行政機関

機 関 名 事 務 又 は 業 務

北海道総合通 (1) 災害時における通信の確保及び非常通信の訓練、運用、管理に関すること。
信局 (2) 非常通信協議会の運営に関すること。
北海道財務局 (1) 公共土木施設、農林水産施設等の災害復旧事業費の査定立会に関すること。

(2) 災害時における有価証券の喪失及び売買取引に伴う受渡し遅延等に対する

特例措置の要請に関すること。

(3) 地方公共団体の災害復旧事業債及び災害つなぎ資金の融資に関すること。

(4) 災害時における預貯金の払戻し、手形交換、災害関係融資及び保険金の支

払保険料の払込の猶予期間の延長、罹災金融機関の早期営業、営業時間の

延長並びに休日臨時営業等の特例措置について金融機関の要請に関すること。

(5) 災害時における地方公共団体、水害予防組合、土地改良区への国有財産の

無償使用又は無償貸付に関すること。

北海道厚生局 (1) 災害状況の情報収集、通報に関すること。

(2) 関係職員の派遣に関すること。

(3) 関係機関との連絡調整に関すること。

北海道労働局 (1) 事業場、工場等の産業災害の防止対策に関すること。
北海道 (1) 農林水産省が調達及び供給した応急用食料等の供給状況に係る確認等に関

農政事務所 すること。

北海道森林管 (1) 所轄国有林につき保安林の配置の適正化及び施業の合理化に関すること。
理局 (2) 所轄国有林の復旧治山及び予防治山の実施に関すること。

(3) 林野火災の予防対策及び未然防止に関すること。
(4) 災害時における地方公共団体等の要請に基づく緊急対策及び復旧用材の供

給に関すること。
北海道経済産 (1) 救援物資の円滑な供給と確保に関すること。
業局 (2) 電気・ガス・石油製品等の円滑な供給確保に関すること。

(3) 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保に関すること。
(4) 被災中小企業の振興に関すること。

北海道産業保 (1) 電気事業者、ガス事業者、鉱山の防災上の措置の指導に関すること。
安監督部 (2) 火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、石油コンビナートの保安及び事業者の

指導に関すること。
北海道開発局 (1) 災害に関する情報の伝達、収集に関すること。

(2) 被害の拡大及び二次災害防止のための緊急対応の実施による市町村への支

援に関すること。

(3) 緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の派遣に関すること。

(4) 災害対策用機材等の地域への支援に関すること。

(5) 浮体式防災施設（防災フロート）の被災地への派遣に関すること。

(6) 直轄河川及び直轄ダムの整備並びに災害復旧に関すること。

(7) 直轄海岸及び直轄砂防施設の整備並びに災害復旧に関すること。

(8) 国道及び高速道路（直轄管理）の整備並びに災害復旧に関すること。

(9）第三種漁港及び第四種漁港の整備並びに災害復旧に関すること。

(10)港湾施設の整備及び災害復旧に関すること。

(11)国管理空港及び共用空港の土木施設の整備並びに災害復旧に関すること。

(12)国営農業農村整備事業に係る施設の災害復旧に関すること。

(13)補助事業に係る指導、監督に関すること。
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１ 指定地方行政機関（つづき）
機 関 名 事 務 又 は 業 務
北海道運輸局 (1) 航行船舶の耐航性及び船舶施設の安全の確保に関すること。

(2) 災害時における海上輸送及び陸上輸送の連絡調整に関すること。
(3) 災害時における港湾諸作業の調整及び施設利用の斡旋に関すること。
(4) 鉄道、軌道、索道及び自動車輸送事業の安全の確保に関すること。

東京航空局 (1) 航空事業者の災害防止に関する指導に関すること。
(2) 飛行場及び航空保安施設の管理に関すること。
(3) 災害時における自衛隊の災害派遣要請に関すること。
(4) 航空機の遭難に際し捜索及び救難の調整に関すること。
(5) 災害時における空中輸送の連絡調整に関すること。

北海道地方測 (1) 災害応急対策の際、災害に関する情報の収集及び伝達における地理空間情
量部 報活用の支援・協力に関すること。

(2) 災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興に、国土地理院が提供及び公
開する防災関連情報の利活用、地理情報システムの活用の支援・協力に関
すること。

(3) 災害復旧・復興にあたって、位置に関わる情報基盤形成のため、必要に応
じて基準点等の復旧測量、地図の修正測量等の実施及び公共測量の実施に
おける測量法36条に基づく技術的助言に関すること。

札幌管区気象 (1) 気象、地象、地動及び水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること。
台 (2) 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）、

水象の予報・警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説に関すること。
(3) 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。
(4) 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること。
(5) 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。

第一管区海上 (1) 気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに情報等の船舶への周知及び
保安本部 災害情報の収集に関すること。

(2) 災害時における船舶の避難誘導及び救助並びに航路障害物の除去に関する
こと。

(3) 災害時における傷病者、医師、避難者又は救援物資等の緊急輸送に関する
こと。

(4) 海上における人命の救助に関すること。
(5) 海上交通の安全確保に関すること。
(6) 海上における犯罪の予防及び治安の維持に関すること。
(7) 海上災害時における自衛隊の災害派遣要請に関すること。

北海道地方環 (1) 油等の大量流出による防除の協力に関すること。
境事務所 (2) 災害廃棄物の処理等に関すること。

(3) 環境モニタリングに関すること。
(4) 家庭動物の保護等に関すること。

北海道防衛局 (1) 災害時における地方公共団体等への所管財産（周辺財産）の使用許可に関
すること。

(2) 在日米軍が災害対策措置を行う場合の連絡調整の支援に関すること。
(3) 自衛隊の災害派遣の実施において、部隊等の長が実施する北海道その他必

要な関係機関との連絡調整の協力に関すること。

２ 自衛隊
機 関 名 事 務 又 は 業 務
陸上自衛隊北 (1) 災害予防責任者の行う防災訓練に必要に応じ、部隊等の一部を協力させる
部方面隊 こと。

(2) 災害に関する情報の伝達、収集に関すること。
(3) 災害派遣要請権者の要請に基づき部隊等を派遣すること。
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３ 北海道

事 務 又 は 業 務

(1) 道防災会議の事務に関すること。

(2) 防災に関する組織の整備並びに物資及び資材の備蓄等その他災害予防措置に関すること。

(3) 防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関す

ること。

(4) 災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。

(5) 市町村及び指定地方公共機関の処理する防災に関する事務又は業務の総合調整に関するこ

と。

(6) 自衛隊の災害派遣要請に関すること。

４ 北海道警察

事 務 又 は 業 務

(1) 住民の避難誘導及び救出救助並びに緊急交通路の確保に関すること。

(2) 災害情報の収集に関すること。

(3) 災害警備本部の設置運用に関すること。

(4) 被災地、避難場所、危険箇所等の警戒に関すること。

(5) 犯罪の予防、取締り等に関すること。

(6) 危険物に対する保安対策に関すること。

(7) 広報活動に関すること。

(8) 自治体等の防災関係機関が行う防災業務の協力に関すること。

５ 北海道教育委員会

事 務 又 は 業 務

(1) 災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の指導を行うこと。

(2) 文教施設及び文化財の保全対策等の実施に関すること。

(3) 公立学校における防災教育に関すること。

６ 市町村

事 務 又 は 業 務

(1) 市町村防災会議に関する事務を行うこと。

(2) 防災に関する組織の整備を図り、物資及び資材の備蓄等、地域内の災害予防応急対策の総

合調整を講ずること。

(3) 自主防災組織の充実を図ること。

(4) 住民の自発的な防災活動の促進を図ること。

(5) 防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝承する活動を支援すること。

(6) 市町村の所掌に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧を行うこと。

７ 指定公共機関

機 関 名 事 務 又 は 業 務

日本郵便株式会社 (1) 災害時における郵便輸送の確保及び郵便業務運営の確保を図る

北海道支社 こと。

(2) 郵便の非常取扱いを行うこと。

(3) 郵便局の窓口掲示板等を利用した広報活動を行うこと。

北海道旅客鉄道株式会社 (1) 災害時における鉄道輸送の確保を行うこと。

日本貨物鉄道株式会社 (2) 災害時における救援物資の緊急輸送及び避難者の輸送について

北海道支社 関係機関の支援を行うこと。
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７ 指定公共機関（つづき）

機 関 名 事 務 又 は 業 務

東日本電信電話株式会社 (1) 非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電報電話の

北海道事業部 利用制限を実施し、重要通信の確保を図ること。

株式会社ＮＴＴドコモ (1) 非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電話の利用

北海道支社 制限を実施し、重要通信の確保を図ること。

ＫＤＤＩ株式会社 (1) 非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電話の利用

制限を実施し、重要通信の確保を図ること。

ソフトバンク株式会社 (1) 非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電話の利用

制限を実施し、重要通信の確保を図ること。

日本銀行 札幌、釧路、 (1) 災害時における通貨の円滑な供給を確保すること。

函館各支店 (2) 災害時における金融機関の業務運営の確保に係る措置を行うこ

と。

(3) 災害時における金融機関による金融上の措置の実施に係る要請を

行うこと。

日本赤十字社 (1) 救助法が適用された場合、知事との委託協定に基づく避難所の

北海道支部 設置、医療、助産、遺体の処理等の救助業務を実施すること。

(2) 防災ボランティア(民間団体及び個人)の行う救助活動連絡調整

を行うこと。

(3) 北海道災害義援金募集委員会の運営を行うこと。

日本放送協会札幌放送局 (1) 防災に係る知識の普及に関すること。

(北海道地域拠点局) (2) 予報（注意報を含む）、特別警報・警報、並びに情報等及び被

害状況等に関する報道を実施し、防災広報に関する業務を行う

こと。

東日本高速道路株式会社 (1) 高速道路の維持、修繕、被害復旧及びその他の管理を行うこと。

北海道支社

電源開発株式会社 (1) 所管の電力施設等の防災管理を行うこと。

東日本支店北海道事務 (2) ダムの放流等に関し関係機関と連絡調整を図ること。

所

日本通運株式会社 (1) 災害時における救援物資の緊急輸送等について関係機関の支援

札幌支店 を行うこと。

北海道電力株式会社 (1) 電力供給施設の防災対策を行うこと。

北海道電力ネットワーク (2) 災害時における電力の円滑な供給を行うよう努めること。

株式会社 (3) ダムの放流等についての関係機関との連絡調整を行うこと。

８ 指定地方公共機関

機 関 名 事 務 又 は 業 務

北海道放送株式会社 (1) 防災に係る知識の普及に関すること。

札幌テレビ放送株式会社 (2) 気象等特別警報・警報・注意報並びに情報等及び被害

北海道テレビ放送株式会社 状況等に関する報道を実施し、防災広報に関する業務

北海道文化放送株式会社 を行うこと。

株式会社テレビ北海道

株式会社エフエム北海道

株式会社エフエムノースウェーブ

日本コミュニティ放送協会北海道

地区協議会

株式会社ＳＴＶラジオ

北海道ガス株式会社など (1) ガス供給施設の防災対策を行うこと。

ガス事業者 (2) 災害時におけるガスの円滑な供給を行うよう努める

こと。
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８ 指定地方公共機関（つづき）

機 関 名 事 務 又 は 業 務

一般社団法人北海道医師会 (1) 災害時における救急医療を行うこと。

及び各郡市医師会

一般社団法人北海道歯科医師会 (1) 災害時における歯科医療を行うこと。

及び各郡市区歯科医師会

一般社団法人北海道薬剤師会 (1) 災害時における調剤、医薬品の供給を行うこと。

及び支部

公益社団法人北海道獣医師会及び (1) 災害時における家庭動物の対応を行うこと。

支部

北海道土地改良事業団体連合会 (1) 土地改良施設の防災対策を行うこと。

及び各土地改良区 (2) 農業水利施設の災害対応対策及び災害復旧対策を行

うこと。

一般社団法人北海道バス協会 (1) 災害時における人員、緊急物資及び災害対策用資材等

公益社団法人北海道トラック協会 の緊急輸送について関係機関の支援を行うこと。

及び地区トラック協会

一般社団法人北海道警備業協会 (1) 災害時における交通誘導業務及び避難所の警備につい

及び支部 て関係機関の支援を行うこと

公益社団法人北海道看護協会 (1) 災害時における看護業務の支援を行うこと。

一般社団法人北海道ＬＰガス協会 (1) 災害時におけるエルピーガス供給活動の支援を行うこと。

一般社団法人北海道建設業協会 (1) 災害時における応急対策業務を行うこと。

社会福祉法人北海道社会福祉協議 (1) 被災地域におけるボランティアセンターの支援に関す

会 ること。

(2) 北海道災害派遣ケアチームの派遣に関すること。

(3) 市町村社会福祉協議会の処理する防災に関する事務又

は業務の実施を助け総合調整を図ること。

ハートランドフェリー株式会社 (1) 災害時における人員、緊急物資及び災害対策用資材等

などフェリー会社 の緊急輸送についての支援を行うこと。

９ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者

機 関 名 事 務 又 は 業 務

農業協同組合 (1) 共同利用施設の災害応急対策及び災害復旧策を行うこと。

森林組合 (2) 被災組合員に対する融資及びその斡旋を行うこと。

漁業協同組合 (3) 共済金支払いの手続を行うこと。

商工会議所 (1) 災害時における物価の安定及び救援物資、復旧資材の確

商工会 保について協力すること。

一般病院・診療所 (1) 災害時において医療及び防疫対策について協力すること。

運送事業者 (1) 災害時における救援物資及び応急対策用物資の緊急輸送

業等について関係機関の支援を行うこと。

危険物関係施設の管理者 (1) 災害時における危険物の保安に関する措置を行うこと。

電気通信事業者 (1) 災害時における電気通信の確保について関係機関の支援

を行うこと。

空港運営権者 (1) 災害時における航空輸送の確保を行うこと。
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第６節 道民及び事業者の基本的責務等

いつでもどこでも起こりうる災害に対し、人的被害、経済被害を軽減する減災の取組を推進し、

安全・安心を確保するためには、行政による災害対策を強化し「公助」を充実させていくことは

もとより、道民一人ひとりや事業者等が自ら取り組む「自助」や、身近な地域コミュニティにお

いて住民等が力を合わせて助け合う「共助」が必要となることから、個人や家庭、民間の事業者

や団体等、様々な主体が連携して、災害に関する知識と各自の防災・減災対応に習熟し、その実

践を促進する道民運動を展開するものとする。

第１ 道民の責務

道民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災に関

する知識の習得や食品、飲料水をはじめとする生活必需物資の備蓄など、自ら災害に対する備

えを行うとともに、一般的に自分は大丈夫という思い込み（正常性バイアス）が働くことを自

覚しながら、防災訓練など自発的な防災活動への参加や災害教訓の伝承に努めるものとする。

また、災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行

動要支援者への支援、避難所における自主的活動、道、市町村及び防災関係機関が実施する防

災活動への協力など、地域における被害の拡大防止や軽減への寄与に努めるものとする。

１ 平常時の備え

(1) 避難の方法(避難路、指定緊急避難場所等)及び家族との連絡方法の確認

(2)「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレット

ペーパー、女性用品、ポータブルストーブ等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、

ラジオ、乾電池、携帯電話充電器等））の準備、自動車へのこまめな満タン給油及び自宅

等の暖房・給湯用燃料の確保

(3) 隣近所との相互協力関係のかん養

(4) 災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握

(5) 防災訓練、研修会等への積極的参加による防災知識、応急救護技術等の習得

(6) 町内会や自治会における要配慮者への配慮

(7) 自主防災組織の結成による備蓄や訓練の実施

(8) 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等を行う。

２ 災害時の対策

(1) 地域における被災状況の把握

(2) 近隣の負傷者や避難行動要支援者に対する救助・支援

(3) 初期消火活動等の応急対策

(4) 避難所での自主的活動や住民が主体となった避難所運営体制の構築

(5) 道・市町村・防災関係機関の活動への協力

(6) 自主防災組織の活動

３ 災害緊急事態の布告があったときの協力

国の経済や公共の福祉に重大な影響を及ぼすような異常で激甚な非常災害が発生し、基本

法第105条に基づく災害緊急事態の布告が発せられ、内閣総理大臣から社会的・経済的混乱

を抑制するため、生活必需品等国民生活との関連性が高い物資や燃料等国民経済上重要な物

資をみだりに購入しないこと等の協力を求められた場合は、道民はこれに応ずるよう努める

ものとする。

第２ 事業者の責務

災害応急対策や災害復旧に必要となる、食料、飲料水、生活必需品等の物資・資材又は役務

の供給・提供に関する者をはじめとする各事業者は、日常的に災害の発生に備える意識を高め、

自ら防災対策を実施するとともに、道、市町村、防災関係機関及び自主防災組織等が行う防災

対策に協力しなければならない。

このため、従業員や施設利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献・

地域との共生等、災害時に果たす役割を十分に認識し、各事業者において災害時に業務を継続

するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、防災体制の整備や防災訓練の実施、

第１章 総 則
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取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなどの取組を通

じて、防災活動の推進に努めるものとする。

１ 平常時の備え

(1) 災害時行動マニュアル及び事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(2) 防災体制の整備

(3) 事業所の耐震化・耐浪化の促進

(4) 予想被害からの復旧計画策定

(5) 防災訓練の実施及び従業員等に対する防災教育の実施

(6) 燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応

(7) 取引先とのサプライチェーンの確保

２ 災害時の対策

(1) 事業所の被災状況の把握

(2) 従業員及び施設利用者への災害情報の提供

(3) 施設利用者の避難誘導

(4) 従業員及び施設利用者の救助

(5) 初期消火活動等の応急対策

(6) 事業の継続又は早期再開・復旧

(7) ボランティア活動への支援等、地域への貢献

第３ 道民及び事業者による地区内の防災活動の推進

１ 市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用施

設や地下街等の施設管理者を含む。）（以下「地区居住者等」という。）は、当該地区におけ

る防災力の向上を図るため、協働により、防災訓練の実施、物資等の備蓄、避難行動要支援

者の避難支援体制の構築等の自発的な防災活動の推進に努めるものとする。

２ 地区居住者等は、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成

し、地区防災計画の素案として市町村防災会議に提案するなど、当該地区の市町村との連携

に努めるものとする。

３ 市町村防災会議は、地区防災計画の提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏

まえて市町村地域防災計画に地区防災計画を定める必要性について判断し、必要があると認

めるときは、市町村地域防災計画に地区防災計画を定める。

４ 市町村は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地

区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定め

られた内容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られ

るよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努め

るものとする。

５ 市町村は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、住民一人一人が自ら行う防災活動

の促進により、当該市町村における地域社会の防災体制の充実を図るものとする。

第４ 道民運動の展開

災害に関する知識と各自の防災対策に習熟し、その実践を促進する道民運動が継続的に展開

されるよう、災害予防責任者をはじめ、道民個人や家庭、事業者や団体等、多様な主体の連携

により、防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、津

波防災の日、防災とボランティアの日、防災とボランティア週間等のあらゆる機会を活用し、

防災意識を高揚するための様々な取組を行い、広く道民の参加を呼びかけるものとする。

第１章 総 則
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第２章 北海道の概況

第１節 自然的条件

第１ 位置および面積
本道はわが国の最北部、北緯41度21分～45度33分、東経139度20分～148度53分（北方領土を

含む）に位置し、本州とは津軽海峡によって隔てられている。西は日本海、北東はオホーツク
海、南東は太平洋の３海域に囲まれており、海岸線距離は4,440㎞に達する。北海道本島の他、
西には奥尻、利尻、礼文などの島々、東には国後、択捉など北方領土の島々があり、面積は83,
424km2で東北６県に新潟県を加えた面積よりも大きく、わが国総面積の約22％に相当する。
また、周辺海域にはほぼ陸域の面積に匹敵するほどの広大な大陸棚が広がっている。

第２ 地形・地質
本道は地質的に千島弧と東北日本弧の会合部に当たり、現在みられる地形も地質構成や地質

構造を反映したものである。本道の地質を説明するうえで、その地質構成上の大まかな特徴か
ら西部、中央部、東部に区分することが多い。ここでも石狩平野から勇払平野につながる石狩
低地帯の西の縁から西側を西部、その東側から網走と十勝平野の東の縁を結ぶ線の西側までを
中央部、それより東の地域を東部として区分する。

１ 西 部
西部は、札幌から積丹半島につながる山地や渡島半島の軸となっている山地と、小規模な

丘陵、山間盆地、海岸平野などが火山地形と混在して分布している。山地は標高1,000～1,5
00m程度の山々を主体にして構成されている。西部地域の最高点は羊蹄山の標高1,898mであ
る。主な河川としては支笏湖西方の山地に源を発し、日本海に注ぐ流域面積1,640km２、幹川
流路延長126kmの尻別川があげられる。渡島半島西方の奥尻島は、渡島半島と同様の地質構
成の島であり、渡島大島は、現在も活動が続いている火山である。
小樽から積丹半島、渡島半島西岸にかけては、断崖を形成する岩石海岸が続いており、特

異な海岸景観を呈している。また、渡島半島の黒松内、長万部、八雲、森、函館を結ぶ地帯
は活断層が集中しており、函館平野西縁断層帯や黒松内低地断層帯などが分布する。
西部は地質的に東北日本弧の北の延長部である。中生代の堆積岩や白亜紀の花こう岩類を

基盤として、古第三紀末から第四紀にかけての火山岩類と堆積岩類が主に分布している。特
に新第三紀中期中新世～鮮新世前半の海底火山活動は、日本海側の断崖にみられる膨大な安
山岩質のハイアロクラスタイトをもたらした。また、鮮新世末からの陸上の火山活動は、札
幌の西部山地にみられるような平坦面溶岩の山地地形を形成している。
第四紀更新世の後半には洞爺、支笏、倶多楽をはじめとする火山は激しい噴火活動を行い、

現在湖となっているカルデラを形成した。周辺には厚い火砕流堆積物が分布し台地状の地形
を形成している。ニセコ火山や羊蹄山もほぼこの時期に活動したものである。温泉や地熱地
域も多く、濁川カルデラでは地熱発電が行われている。
西部では海岸景観、火山地形や湖沼を特色として７地域の自然公園が指定されている。

２ 中央部
中央部には、襟裳岬から宗谷岬までほぼ南北に伸びる稜線を持つ山地や丘陵地からなる山

地帯が分布し、本道の背骨にもたとえられている。この山地帯は南北に２列に並行して伸び、
東列には南から日高山脈、北見山地が分布し、西列には南から夕張山地、天塩山地、宗谷丘
陵が分布する。山地帯の中央部には大雪火山群をのせる石狩山地が位置している。大雪火山
群は南北に連なる山系に直交するような千島火山弧の西方延長部である。中央部の最高点は、
大雪火山群旭岳の標高2,291mであり、これは本道の最高点でもある。標高2,052mの幌尻岳を
主峰とする日高山脈には、第四紀の最終氷期につくられたカールなどの氷河地形が残存して
いる。
山地帯の２列の山地の間には南から富良野盆地、上川盆地、名寄盆地などが分布し、細長

い凹地帯を形成している。

第2章 災害の概況
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日本海側に独立して分布する増毛山地は、地質的には西部の要素が強く、海岸線は安山岩
質のハイアロクラスタイトからなる断崖となっている。
山地帯の西側北部には天塩平野、南部には石狩平野などを含む石狩低地帯が広がる。また、

東側南部には十勝平野が広がっている。平野や平野・盆地と丘陵地・山地の境には、活断層
が発達していることが多く、石狩低地帯の周辺には、増毛山地東縁断層帯、当別断層、石狩
低地東縁断層帯など、富良野盆地周辺には富良野断層帯、十勝平野中央部には十勝平野断層
帯が分布する。そして、宗谷丘陵とその周辺には、問寒別断層やサロベツ断層帯などが分布
する。
この地域の海岸は、増毛山地や襟裳岬周辺を除いては主に砂浜海岸であり、天塩平野、オ

ホーツク海側海岸そして十勝平野南部の海岸には、湿原や海跡湖が分布している。日本海に
浮かぶ島々は、礼文島が白亜紀と新第三紀の堆積岩類からなり、利尻島は第四紀の火山島、
そして天売・焼尻両島は新第三紀の火砕岩からなる島とそれぞれ性格を異にしている。
中央部の主要な河川としては、わが国の河川中、流域面積が２位の石狩川、６位の十勝川、
10位の天塩川があげられる、流域面積14,330km２ 、幹川流路延長268kmの石狩川は、石狩山
地の石狩岳を源として層雲峡や神居古潭の峡谷を刻み、石狩平野を経て日本海に注ぐ。流域
面積9,010km２、幹川流路延長156kmの十勝川は、石狩山地を源として十勝平野を南流し、太
平洋に注ぐ。
また、流域面積5,590km２、幹川流路延長256kmの天塩川は、北見山地の天塩岳を源として

凹地帯を北流し、天塩平野を経て日本海に注ぐ。石狩川や天塩川、東部の釧路川などの下流
域には泥炭地が広く分布し、本道で泥炭地の占める面積は約2,000km２に達している。
中央部は、地質的にはユーラシアプレートと北米プレートのかつての接合部と考えられて

おり、南北の帯状配列を示す複雑な地質帯が分布する。日高山脈には高温型の日高変成岩類
・深成岩類、夕張山地や天塩山地には蛇紋岩体・高圧型の神居古潭変成岩類が分布し、これ
らの地質体の一部は北方のサハリンへと連なる。山地帯の西側では白亜紀層や優秀な炭層を
含む古第三紀層、新第三紀層が複雑な褶曲構造をつくりながら分布している。山地帯の東側
南部には、十勝平野の新第三紀～第四紀の堆積盆があり、東側北部では、白亜紀～古第三紀
の堆積物を火砕岩や平坦面溶岩を主とする新第三紀の地層が覆っている。
大雪や十勝の火山群は第四紀に活動し、多量の火砕流堆積物をもたらした。美瑛～富良野

地域や十勝平野では火砕流台地が発達し、溶結凝灰岩は層雲峡などで奇観を呈している。
中央部では火山、山岳景観、海岸湿原などを特色として９地域の自然公園が指定されている。

３ 東部
東部は、北東－南西方向の千島火山弧に属する、阿寒－知床火山列の標高1,500m前後の火

山山地を中軸として、その北側には斜里平野、藻琴原野などの比較的小規模な平野が分布し、
南側では、十勝平野とそれ以東の平野を境する白糠丘陵から東に、釧路平野や根釧台地など
広大な低地帯が発達する。東部地域の最高点は羅臼岳の標高1,661mである。主な河川は、屈
斜路湖から南流し、釧路平野を経て太平洋へ注ぐ、流域面積2,510km２、幹川流路延長154km
の釧路川があげられる。釧路川の下流部は、広大な釧路湿原になっている。
知床半島が火山山地からなり、急峻な地形を持つのに対し、根室半島は白亜紀の堆積岩か

らなり、平坦な地形となっている。根室海峡に突き出ている野付半島は延長24kmに達し、国
内でも最大規模の砂嘴である。
海岸線は知床半島が火山岩の岩石海岸、釧路以東の太平洋岸が白亜紀～古第三紀の堆積岩

からなる岩石海岸の他は砂浜海岸である。太平洋岸、根室海峡、オホーツク沿岸には、厚岸
湖、風蓮湖、濤沸湖など大小の海跡湖がみられる。
知床半島やその基部、網走周辺には標津断層帯、峰浜断層群、網走湖東岸断層帯などの活

断層が分布している。
東部は、地質的には千島弧の西南部に当たる。白亜紀～釧路炭田の炭層を含む古第三紀層

が地域で最も古い地層として、根室半島～釧路海岸と白糠丘陵に分布する。阿寒－知床の火
山山地は、新第三紀の堆積岩類や火山岩類を土台として、第四紀の火山が分布している。
第四紀更新世中～後期以降の屈斜路、阿寒、摩周の激しい火山活動は、現在湖となってい

るカルデラを形成し、多量の火砕流堆積物を根釧台地や網走地域にもたらした。
東部では火山、湖沼、海岸地形、湿原などを特色として７地域の自然公園が指定されている。

第2章 災害の概況
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第３ 気 候

本道の気候は、年平均気温６～10℃、年平均降水量800～1,700mmであり、本州以南に比べて

冷涼・少雨である。特に冬期には、最寒月の月平均気温が０℃以上になるところはなく、また、

１月から２月にかけてオホーツク海が流氷で覆われるなど、気候から本道の特徴を一言でいえ

ば、まさに「積雪寒冷の地」ということになる。地球上の同緯度の地域と比較しても、ユーラ

シア大陸の東側に位置する本道を含む東アジア地域の冬は、もっとも寒冷である。北半球にお

ける流氷の分布域も本道付近が南限である。

一方、太平洋などの熱帯域で発生する台風は、平年では本道へ１年に２個ほど接近し、２年

に１個程度が上陸する。ところが、平成28年８月には５個の台風が本道に接近し、そのうちの

３個が上陸した。１年に３個の台風が本道へ上陸したのは1951年の統計開始以来はじめてであ

る。

本道の気候を左右する要因としては、前述したような本道の位置の他、本道の地形、周辺海

域を流れる対馬暖流、親潮（千島海流）、東サハリン海流などの海流があげられる。これらに

より本道の気候は、日本海側、太平洋側西部、太平洋側東部そしてオホーツク海側に区分され

る。

日本海側は日本海に面する地域であり、夏期は降雨が少なく、気温も高めであるが、冬期は

大陸からの季節風により降雪が多い。年間の最大風速は、道外では一般的に台風の時期に記録

されているが、本道では全般的に冬期の北西風による地域も多く、これに雪を伴い暴風雪とな

ることがある。また、多雪地域の天塩山地や後志山岳地域では、年間最大積雪深が300cmを超

える場合がある。上川盆地、名寄盆地などの内陸部では、気温が氷点下30℃以下になることが

ある。

太平洋側西部は渡島半島南部から日高にかけての太平洋に面する地域であり、夏期は気温も

高く降雨もやや多いが、冬期は温暖で降雪も少ない。胆振中部では地形上、局地的に降水量が

多く、２年に１回程度日降水量が200mmを越える地域がある。

太平洋側東部は十勝から根室までの太平洋に面する地域である。夏期は内陸部では気温が高

く、降水量も全般的に少ないが、十勝南部の日高山脈沿いでは局所的に降水量が多く、５年に

１回程度日降水量が200mmを超える地域がある。海岸部では霧が多く低温であり、平年の６～

８月の霧発生日数は、釧路で50日前後になる。冬期は降雪が少なく、内陸部では放射冷却によ

り気温が氷点下30℃以下になり、土壌凍結深度が60cmに達する地域がある。２～３月には太平

洋岸を低気圧が発達しながら通過し、この地域は大雪に見舞われることがある。

オホーツク海側はオホーツク海に面する地域であり、年間を通じて降雨、降雪は少ない。

オホーツク海は夏期でも海水温が概ね20℃以下と低く、オホーツク海高気圧が発達してこの地

域も高気圧の影響下に入り、冷涼な気候になることが多い。オホーツク海高気圧の勢力が強く

本道を覆いながら長く居座ると、本道は冷夏となる。冬期には流氷が接岸し寒さは厳しい。

第2章 災害の概況
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第２節 災害の概況

本道の自然災害及び事故災害の概況は、次のとおりである。

第１ 本道は、わが国の北端にあり、本州と異なる気象条件により冬から春にかけての災害も本
州とはその様相を異にしている。

１ 春（３月～５月）の災害

低気圧や高気圧が交互に北海道付近を通過し、数日周期で天気が変化する。

低気圧はしばしば急速に発達しながら北海道付近を通過するため、低気圧の接近時は気温

が高くなり、急激に融雪の進むことがあり、少量の雨でも浸水害や洪水害など融雪災害の発

生することがある。また、低気圧の通過前後は広範囲で暴風が吹き、上空に強い寒気が流れ

込むことにより暴風雪となる場合がある。平成25年３月には、道東を中心に暴風雪となり、

大きな被害が出た。また、平成30年３月には、暴風雪・大雪災害の１週間後、道東側を中心

に大雨、融雪となり、河川氾濫や浸水被害等大きな被害が生じた。

２ 夏（６月～８月）の災害

北海道では梅雨がなく、高気圧に覆われて晴れる日が多い。

しかし、本州方面から北上した前線が北海道付近に停滞したり、太平洋高気圧の縁辺を周

り暖かく湿った空気が北海道へ継続的に流入することにより、局地的に非常に激しい雨が降

り続き、土砂災害や浸水害、洪水害が発生することがある。

また、広範囲に大雨や暴風をもたらす台風は６月以降、北海道付近に接近しやすくなり、

８月は９月と並び台風接近数が最も多い（平年0.7個）。

本道付近に停滞する前線と台風の影響により石狩川水系の河川が大規模氾濫した水害（５

６水害）や平成15年の日高豪雨はいずれも８月に発生している。また平成28年は８月に５つ

の台風が接近、うち３つが上陸し、大雨による土砂災害や河川の氾濫、低地の浸水等により

大きな被害が出た。平成30年7月には、大雨により道央・道北を中心に大きな被害が出た。

３ 秋（９月～11月）の災害

秋は、低気圧や高気圧が交互に北海道付近を通過し、数日周期で天気が変化する。しかし

前半の時期は前線が北海道付近に停滞したり、台風が北海道へ接近するため、暴風や高波、

大雨による土砂災害や河川の氾濫、低地の浸水等により大きな被害の出ることがある。特に、

昭和29年の洞爺丸台風や平成16年の台風第18号では、暴風により甚大な被害が出た。

また、秋は大陸から寒気が流れ込みやすくなることから、大気の状態が不安定となり、発

達した積乱雲による突風被害も多い。平成18年11月７日には佐呂間町で竜巻が発生し、大き

な被害が出た。

４ 冬（12月～２月）の災害

西高東低の冬型の気圧配置となりやすく、日本海側では雪が降り、オホーツク海側や太平

洋側は晴れる日が多い。冬型の気圧配置が長く続く場合は、同じ場所で長時間強い雪が降り

続くことにより、局地的に大雪となることがある。平成24年１月から２月にかけては岩見沢

市周辺で度重なる大雪に見舞われ、交通障害により市民生活に影響が出たほか、雪の重みで

空き家が倒壊するなどの被害があった。また、令和４年２月には札幌圏を中心とした大雪に

より、大規模な交通障害が発生し、地域の社会経済活動のみならず、道内各地や道内との人

流・物流にも大きな影響を与えた。

また、低気圧が北海道付近を通過する際に急速に発達することにより、広範囲で大雪や暴

風雪となることがある。平成16年１月の北見豪雪では、大雪と猛ふぶきにより大規模な交通

障害が発生するなど大きな影響があった。

第２ 本道特有の流氷災害等それぞれ災害の状況は次のとおりである。
１ 流氷災害
一般に11月はじめからオホーツク海北部で凍り始め、次第に氷域が広がって流氷として南
下する。
流氷は、１月中旬から下旬に本道オホーツク海側の海岸に接近し、最盛期の２月中旬から
３月中旬にかけては、オホーツク海の約80%が流氷におおわれて船舶の航行が困難になるほ
か、日本海側や太平洋沿岸にも流氷の一部が流れ出して海難事故が発生する場合がある。ま
た、流氷の勢力が強い年には魚介類や海藻等に大きな被害をもたらす。

２ 融雪出水災害

第2章 災害の概況
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融雪出水は山地が融雪期に入る４月下旬から５月上旬にかけて最も多い。
この原因については、おおむね次のように考えられる。すなわち、融雪期に入り徐々に河川
水位が上昇するとともに、土地を水で飽和させる。このような状態のところに山地を含む河
川流域の広い範囲で積雪が急速に解けると、一挙に出水することになる。気象条件としては、第
１次的には気温だが、降水量も影響を与える。
融雪出水は、河川改修が進み近年はあまり大きな災害は起きていなかったが、平成30年３月、
大雨と気温上昇に伴う融雪で、道東を中心に被害が出た。

３ 冷害
本道の農業は、技術の進歩と農作物の品種改良により発展を遂げてきているが、夏の低温

・寡照が農作物の生育に重大な影響を与えており、気象との闘いを余儀なくされている。
これは、作物の開花時期にオホーツク海高気圧の発生により、オホーツク海から冷湿な空
気が本道上空に入り込むことや、前線が停滞することにより低温、寡照となり、作物の生育
や結実に支障を来すこと等による。

４ 雪害

本道では、９月末に大雪山系で雪が降り始め、平地でも10月下旬から５月上旬までが降雪

期間となる。積雪量は、雨竜川流域、羊蹄山麓で多く、200cmから300cmに達する場合がある。

また、気温が低いため、雪質は密度が小さく乾雪が多いことが特徴である。これにより、

春先の融雪出水のほか、大雪やなだれ、ふぶきや吹きだまりによる交通障害、船舶の遭難及

び通航障害の続出、なだれによる鉄道、バス等の途絶、家屋の倒壊、埋没、さらには、積雪

による農業施設の倒壊、農期間及び植物生育期間の短縮により冷害、冬作物の雪枯病など甚

大な被害をもたらしている。

５ 凍害

雪害のほか冬季の災害には凍害がある。凍上は雪の少ない道東方面で多く土壌中の水分が

凍り地面に凸凹を生ずるため路質が不均衡となり道路交通の障害、列車事故及びトンネルの

崩壊をもたらすことがある。

６ 暴風雨災害

暴風雨災害は熱帯低気圧と台風によるものが多い。

台風の発生は30年間(平成３年～令和２年）の統計では、平均で１年間に約25個発生し、そ

のうち約３個が日本に上陸する。発生は７月から10月の間に多く、平均で月に3個以上発生す

る。また、本道に影響するものは８月、９月に多い。

７ 竜巻等の突風による災害

竜巻等の突風による災害は発達した積乱雲に伴って局所的に発生することが多く、道内では

平成３年から令和４年の間に67個の竜巻等の突風（海上竜巻を除く。）によって、死傷者や住

宅損壊などの被害が発生しており、特に、平成18年11月に佐呂間町で発生した竜巻では9名も

の犠牲者が出ている

第３ 上記の気象災害以外の火山災害や地震・津波災害、火災をはじめとする事故等の災害の状

況は次のとおりである。

なお、地震・津波災害の概況については、地震・津波防災計画編に登載しているので省略

する。

１ 火山災害

本道は、太平洋プレートの沈み込み帯に属しており、火山の数も非常に多く、気象庁の常

時観測火山が９火山、その他の火山が22火山（北方領土の11火山を含む）あり、計31の活火

山が散在している。

平成12年には、有珠山の噴火による噴石や泥流等により、住家被害のほか、土木施設や農

業施設への被害などが生じた。

２ 海上災害

北海道周辺海域は、発達した低気圧の通過、酷寒、流氷、濃霧等厳しい気象条件下にあり、

毎年漁船を中心に多数の海難が発生し、人命、船舶が失われている。

また、平成９年１月に島根県沖で発生したロシア船籍タンカーナホトカ号による重油流出

事故では幸い北海道には被害が及ばなかったが、日本海沿岸の環境に深刻な被害を及ぼした。

北海道沿岸においても、平成16年11月に石狩湾新港における外国船舶の貨物船の座礁によ

り重油が流出、大量の油が沿岸漂着したほか、平成22年12月稚内港内において外国貨物船の

沈没により重油が流出、港湾施設が汚損する事態が発生している。

第2章 災害の概況
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また、令和４年４月には、知床沖において観光船が沈没し、26名の死者・行方不明者を生

じる事故が発生している。

３ 航空災害

道内では、12の空港が供用されており、道内相互及び道内外の都市を結ぶ定期航空路線が

開設されている。

道内で発生した主な航空機事故として、昭和46年７月に七飯町横津岳に旅客機が墜落し、

68名の乗客乗員全員が死亡した事故の他、昭和58年３月に旅客機が中標津空港着陸時、木に

衝突し大破した事故が発生し、52名が負傷するという事故が発生している。

また、近年では、平成22月８月に小型機が福島町の山中に墜落し、２名が死亡、平成23年

７月に小型機が芽室町の山中に墜落し、３名が死亡、１名が負傷、平成25年３月に滑空機が

中札内村の山中に墜落し２名が死亡、平成27年５月に浦臼町の牧草地に滑空機が墜落し１名

が死亡、平成29年５月に道からの救急患者搬送の要請を受けた自衛隊機が北斗市の山中に墜

落し４名が死亡するという事故が発生している。

４ 鉄道災害

道内には、鉄道としてＪＲ北海道、札幌市地下鉄、道南いさりび鉄道及びＪＲ貨物北海道

支社があるほか、軌道として札幌市と函館市に路面電車がある。

近年の道内における主な鉄道事故は、平成６年２月にＪＲ根室線で特急列車が突風のため

脱線・転覆し乗員乗客26名が負傷、平成19年３月にＪＲ石北線で踏切障害により51名が負傷、

平成21年12月にＪＲ根室線富良野駅構内で列車と作業車が衝突し12名が負傷、平成22年１月

にＪＲ函館線で踏切障害により46名が負傷、平成23年５月27日ＪＲ石勝線清風山信号所構内

第１ニニウトンネル内での列車脱線火災事故により79名が負傷するという事故が発生している。

５ 道路災害

トンネルや橋梁等の道路構造物の被災による災害として、国道では平成８年２月に古平町

豊浜で岩盤崩落が発生し、通行中の乗合バス１台、乗用車２台が被災し、20名が死亡し１名

が負傷した。平成９年８月に島牧村第２白糸トンネルで岩盤崩落が発生したが、幸い被災者

等はいなかった。平成13年10月には、北見市の国道で土砂崩れにより、乗用車１台が押し潰

され２名が死亡した事故が発生している。

また、高速道路は、事故が発生すると大規模化する危険性が潜んでいる。道内の高速道路

(高規格幹線道路）は、高速自動車国道の縦貫自動車道及び横断自動車道で一部が供用(札樽、

道央、道東、日高自動車道）されているほか、延長工事が各所で実施されている。また、一

般国道の自動車専用道路の建設も進んでいる。

高速道路供用開始後において、最も大きい事故は、平成4年3月に道央自動車道千歳・恵庭

市境界付近で発生した186台の多重衝突事故で、108名の死傷者を出している。

６ 危険物等災害

給油取扱所等の危険物施設等における危険物の事故は年間数十件発生しているが、そのほ

とんどは従業員の取扱いの不注意、点検不十分によるもので小規模である。

高圧ガスに係る事故としては、昭和63年８月に旭川市内の充填所の爆発火災により３名が

死亡するという事故がある。

火薬類の事故としては、昭和５４年３月に静内町（現新ひだか町）において火薬類の火工

所が爆発し、３名が死亡するという事故が発生しているほか、毒物劇物の事故としては、平

成６年12月に旭川市内で塩素ガスの漏洩により、作業員と一般住民に合計29名の軽症者を出

す事故が発生している。

また、「平成15年（2003年）十勝沖地震」発生に伴い、苫小牧市の石油コンビナート等特

別防災区域において、原油タンク火災及びナフサタンクの全面火災が発生した。この火災で

ナフサタンクが座屈し、約40時間以上燃え続けた。

７ 大規模火事火災

昭和20年以降で100棟以上を消失した大火は、27件あるが、近年は発生しておらず、昭和

40年以降では、「平成5年（1993年）北海道南西沖地震」による奥尻町の大火のみである。

８ 林野火災

道内では、毎年４月～７月の乾燥期をピークに林野火災が多発している。

過去10年間の平均で見ると、１年当たり32件発生し、約63.4haという大量の森林や原野が

焼失している。
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第3章 防災組織

第３章 防 災 組 織

災害の予防、応急及び復旧対策等の防災諸活動に即応する体制を確立し、災害対策の総合的運
営を図るため、本章においては防災に関する組織及びその運営､災害に関する情報及び気象予警報
の伝達等に関する事項を定め、災害対策の実施体制の確立を図るものとする。

第１節 組織計画

本道内における防災会議の組織、運営、災害時における体制は、この計画の定めるところによ
る。
北海道の地域における防災行政を総合的に運営するための組織として道防災会議があり、災害

時、各機関はそれぞれ災害対策本部等を設置して応急対策活動等を実施するものとする。
その系統を図示すれば次のとおりである。

本道の地域における防災体制図

北海道防災会議 市町村防災会議

総合振興局又は振興局
行政・公共機関 地域災害対策連絡協議会

行政・公共機関 北海道災害対策
災害対策本部 （連絡）本部

北海道災害対策 市町村
地方（連絡）本部 災害対策本部

注） 命令系統
指示勧告又は相互連絡・協力系統

第１ 平常時の防災活動体制
道防災会議は、知事を会長とし、基本法第15条第5項に規定する機関の長等を委員として組織

するものであり、その所掌事務としては、北海道地域防災計画の作成及びその実施の推進、
知事の諮問に応じて本道の地域に係る防災に関する重要事項を審議及び意見を述べること並び
に本道地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に係る災害復旧に関し、関係機関相
互間の連絡調整を図ることを任務とするものである。
なお、総合振興局又は振興局所管区域毎に管内防災の連絡推進を図るため、道防災会議の構

成機関の地方部局等をもって構成する総合振興局又は振興局協議会を設け、地域における災害
情報の収集及び災害対策の機関相互間の連絡調整を行うこととしている。
組織及び運営の概要は次のとおりである。
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１ 道防災会議
(1）組織図 北海道総合通信局

北海道財務局
北海道厚生局
北海道労働局
北海道農政事務所
北海道森林管理局
北海道経済産業局

指定地方行政機関 北海道産業保安監督部
北海道開発局
北海道運輸局
東京航空局
北海道地方測量部
札幌管区気象台
第一管区海上保安本部
北海道地方環境事務所
北海道防衛局

会長 北海道知事
陸上自衛隊北部方面総監部
北海道教育委員会
北海道警察
北海道
北海道市長会
北海道町村会
公益財団法人北海道消防協会
全国消防長会北海道支部

日本郵便株式会社北海道支社
北海道旅客鉄道株式会社
日本貨物鉄道株式会社北海道支社
東日本電信電話株式会社北海道事業部
株式会社ＮＴＴドコモ北海道支社
ＫＤＤＩ株式会社

指 定 公 共 機 関 ソフトバンク株式会社
日本銀行札幌支店
日本赤十字社北海道支部
日本放送協会札幌放送局
東日本高速道路株式会社北海道支社
電源開発株式会社東日本支店北海道事務所
日本通運株式会社札幌支店
北海道電力株式会社

北海道放送株式会社
札幌テレビ放送株式会社
北海道テレビ放送株式会社
北海道文化放送株式会社
株式会社テレビ北海道
株式会社エフエム北海道
株式会社エフエム･ノｰスウェｰブ
株式会社ＳＴＶラジオ
北海道ガス株式会社
一般社団法人北海道医師会

指定地方公共機関 一般社団法人北海道歯科医師会
一般社団法人北海道薬剤師会
公益社団法人北海道獣医師会
北海道土地改良事業団体連合会
一般社団法人北海道バス協会
公益社団法人北海道トラック協会
一般社団法人北海道警備業協会
公益社団法人北海道看護協会
一般社団法人北海道ＬＰガス協会
一般社団法人北海道建設業協会
社会福祉法人北海道社会福祉協議会
ハートランドフェリー株式会社

自主防災組織の構成者・学識経験者
(2) 運 営

北海道防災会議条例(昭和37年北海道条例第54号)及び北海道防災会議運営規程(昭和37年
12月3日北海道防災会議議決）の定めるところによる。

第3章 防災組織
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２ 総合振興局又は振興局協議会
(1) 組織図

財務事務所（出張所）
労働基準監督署
北海道農政事務所（支局）
北海道森林管理局（事務所、森林管理署、支署）
産業保安監督署
開発建設部
北海道運輸局運輸支局
空港事務所(出張所)
気象台(測候所)
海上保安部(署)･航空基地
自然保護官事務所
北海道防衛局
陸上自衛隊北部方面隊隷下部隊
教育局
北海道警察方面本部(警察署)
総合振興局又は振興局
市

会 長 総合振興局長 町村会
又は振興局長 消防協会支部

消防事務組合
日本郵便株式会社北海道支社
北海道旅客鉄道株式会社支社
日本貨物鉄道株式会社北海道支社営業支店
東日本電信電話株式会社（北海道事業部）
株式会社ＮＴＴドコモ北海道支社営業支店
ＫＤＤＩ株式会社
ソフトバンク株式会社
日本銀行支店（事務所）
日本赤十字社北海道支部（赤十字病院）
日本放送協会放送局
東日本高速道路株式会社北海道支社管理事務所
電源開発株式会社東日本支店北海道事務所（電力所)
日本通運株式会社支店
北海道電力ネットワーク株式会社支店

北海道放送株式会社放送局
札幌テレビ放送株式会社放送局
北海道テレビ放送株式会社放送局
北海道文化放送株式会社放送局
株式会社テレビ北海道放送局
株式会社エフエム北海道
株式会社エフエム･ノースウエーブ
株式会社ＳＴＶラジオ
北海道ガス株式会社 各ガス会社（営業所）
郡市医師会
郡市区歯科医師会
一般社団法人北海道薬剤師会支部
公益社団法人北海道獣医師会支部
土地改良区
一般社団法人北海道バス協会
公益社団法人北海道トラック協会各地区協会
一般社団法人北海道警備業協会支部
公益社団法人北海道看護協会
一般社団法人北海道ＬＰガス協会
連絡協議会が必要と認める機関

(2) 運 営
総合振興局又は振興局地域災害対策連絡協議会設置要綱(昭和37年12月3日北海道防災会

議議決）及び総合振興局又は振興局地域災害対策連絡協議会運営規程(昭和38年5月23日北
海道防災会議議決)の定めるところによる。
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第２ 応急活動体制
１ 道の災害対策組織
(1) 緊急幹部会議

知事は、災害･事故による被害等の発生が予想されるときで、必要と認めるときは、緊急
幹部会議を招集し、初動体制に万全を期するものとする。

(2) 災害対策連絡本部
ア 災害対策連絡本部
(ｱ) 設 置

知事は、災害・事故が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合、次の基準の
一に該当し必要と認めるときは、災害対策本部に円滑に移行できる組織として、災害
対策連絡本部(以下「連絡本部」という。）を設置し、災害応急対策を実施する。

連 絡 本 部 設 置 基 準

・大型台風の接近等で被害の発生が予想されるとき。
・住家の床上浸水又は全半壊等の被害若しくは人的被害が発生し、又は

風水害 発生するおそれがあり、被害の拡大が予想されるとき。
・孤立集落、避難者の発生等により応急対策が必要なとき。
・交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要なとき。

・住家の全半壊等の被害又は人的被害が発生し、又は発生するおそれが
雪 害 あり、さらに被害の拡大が予想されるとき。

・孤立集落、避難者の発生等により応急対策が必要なとき。
・交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要なとき。

・噴火警報（火口周辺）又は火口周辺警報が発表され、居住地域の近
火山災害 くまで重大な影響を及ぼす程度の噴火が発生し、又は発生すると予

想されるとき。（噴火警戒レベル３相当）

大事故等

・大量の油等が流出し、漁業や環境に被害が発生したとき、又は発生が

海上災害
予想されるとき。

・人命の救助救出及び被害者対策等を必要とするとき。
・事故により生活物資輸送等に影響が生じ、対策が必要なとき。

航空災害
・離着陸事故等で人的被害が発生したとき。
・小型飛行機等の墜落事故で対策が必要なとき。

鉄道災害
・人命の救助救出及び被害者対策等を必要とするとき。
・事故により生活物資輸送等に影響が生じ、対策が必要なとき。

道路災害
・人命の救助救出及び被害者対策等を必要とするとき。
・事故により生活物資輸送等に影響が生じ対策が必要なとき。

危険物等災害 ・家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。

大規模火災 ・家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。

林野火災
・消火活動の難航が予想されるとき。
・家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。

大規模停電 ・人命の救助・救出案件が発生し、交通、通信網などへの影響拡大が予
災害 想されるとき。

※ なお、地震及び津波災害の基準については、地震・津波防災計画編に登載しているので
省略する。
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(ｲ) 組織等
① 組 織
連絡本部の組織は、次のとおりとする。

連絡本部長 危機管理班 (危機対策局)

（知 事） 総 務 班 (総務部（危機対策局を除く）)

総合政策班 (総合政策部)

環境生活班 (環境生活部)

連絡副本部長 保健福祉班 (保健福祉部)

（副知事） 経 済 班 (経 済 部)

農 政 班 (農 政 部)

水産林務班 (水産林務部）

建 設 班 (建 設 部）

出 納 班 (出 納 局)

企 業 班 (企 業 局)

道立病院班 (道立病院局)

（地域創生部、総務課、税務課、

地方連絡本部 総 務 班 課税課・納税課（道税事務所

を除く））

（総合振興局又は振興局） 保健環境班 （保健環境部）

産業経済班 （産業振興部）
土木技術班 （建設管理部）

協 力 班 （その他の地方部局）

東京地方連絡本部 （東京事務所）

注１ 連絡本部の班長は、各部局長とする。

２ 地方連絡本部長は、総合振興局長又は振興局長及び東京事務所長とする。地方連絡本部の
班長は、総合振興局副局長又は振興局副局長、各部長、及びその他の出先機関の長とする。

３ 災害の状況により一部の班を設置しない事ができる。

② 所掌等
連絡本部の各班の所掌事務は、災害対策本部の各班の所掌事務に準ずる。庶務は、

総務部危機対策局危機対策課において処理する。

(ｳ) 廃 止
知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむ

ね完了したときは、連絡本部を廃止する。
また、知事は、基本法第23条の規定に基づく災害対策本部を設置したときは、連絡

本部を廃止する。

イ 災害対策地方連絡本部
(ｱ) 設置

災害対策連絡本部を設置する場合は、知事は、関係する総合振興局又は振興局及び東京
事務所に災害対策地方連絡本部（以下「地方連絡本部」という。）を置くことができる。
また、総合振興局長又は振興局長は、地方連絡本部を設置することができる。

(ｲ) 組織等
① 組織

地方連絡本部に地方連絡本部長を置き、地方連絡本部長は総合振興局長又は振興局
長及び東京事務所長とする。
地方連絡本部長は、連絡本部長の定めるところにより、災害対策に関する事務を掌

理し、所属の職員を指揮監督する。
② 所掌等

地方連絡本部の各班の所掌事務は、災害対策地方本部の各班の所掌事務に準ずる。庶
務は総合振興局又は振興局地域創生部危機対策室において処理する。

(ｳ) 廃止
知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむね完
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了したときは、地方連絡本部を廃止する。
また、知事は、基本法第２３条の規定に基づく災害対策本部を設置した場合において、関

係する総合振興局又は振興局及び東京事務所に災害対策地方本部を設置したときは、当該総
合振興局又は振興局及び東京事務所の地方連絡本部を廃止する。
なお、総合振興局長又は振興局長は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは

災害応急対策がおおむね完了したときは、知事の承認を得た上で、地方連絡本部を廃止する
ことができる。
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(3) 災害対策本部
ア 災害対策本部
(ｱ) 設置

災害対策本部は、基本法第23条の規定により、災害・事故が発生し、又は災害が発生
するおそれがある場合において、次の設置基準の一に該当し、知事が必要と認めるとき
に設置する。
なお、必要に応じて災害対策本部に指揮室を置くことができる。

災 害 対 策 本 部 設 置 基 準

・特別警報（大雨・暴風・高潮・波浪）が発表されたとき。
・多くの住家又は人的被害が発生し、又は発生するおそれがあり、被害

風水害 の拡大が予想されるとき。
・多くの地域で孤立集落、避難者等が発生し、応急対策が必要なとき。
・多くの交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要
なとき。

・特別警報（暴風雪・大雪）が発表されたとき。
・多くの住家又は人的被害が発生し、又は発生するおそれがあり、被害

雪 害 の拡大が予想されるとき。
・多くの地域で孤立集落、避難者等が発生し、応急対策が必要なとき。
・多くの交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要
なとき。

・噴火警報（居住地域）又は噴火警報が発表され、居住地域に重大な被
火山災害 害を及ぼす噴火が発生し、又は発生すると予想されるとき。（噴火警

戒レベル４相当以上）

大事故等

・大量の油等が流出し、漁業や環境に大規模な被害が発生したとき、又

海上災害
は発生が予想されるとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。
・多くの死傷者が発生したとき。

航空災害
・航空機の墜落炎上等により大規模な航空事故による災害が発生したと
き、又は発生が予想されるとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。

鉄道災害
・被害が大規模なとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。

道路災害
・被害が大規模なとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。

危険物等災害
・被害が大規模なとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。

大規模火災
・被害が大規模なとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。

林野火災
・火災が複数の市町村にわたり消火活動の難航が予想されるとき。
・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。

大規模停電 ・人命の救助救出案件が多数発生し、被害や停電の影響が拡大し、長期
災害 化が予想されるとき。

冷(湿)害 ・各地で冷（湿）害被害が発生したとき。

※ なお、地震及び津波災害の基準については、地震・津波防災計画編に登載しているので
省略する。
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(ｲ) 組織等
① 組織
災害対策本部の組織は、次のとおりとする。

（要請）
本部長 危機管理班 (危機対策局)

(知事) 総 務 班 (総務部（危機対策局を除く）

副本部長 総合政策班 (総合政策部)

環境生活班 (環境生活部)

（参集）
(副知事) 保健福祉班 (保健福祉部)

北海道総合通信局 指揮室 本部員 経 済 班 (経 済 部)

北海道開発局 農 政 班 (農 政 部)

北海道運輸局 水産林務班 (水産林務部)

北海道地方測量部 総括班 警察本部長 建 設 班 (建 設 部)

札幌管区気象台 情報・広報担当 教育長 出 納 班 (出 納 局)

第一管区海上保安本部 総務・庶務班 会計管理者 企 業 班 (企 業 局)

陸上自衛隊北部方面総監部 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･ 公営企業管理者 道立病院班 (道立病院局)

全国消防長会北海道支部 公共交通機関班 病院事業管理者
北海道旅客鉄道株式会杜 道路交通・河川班 危機管理監
東日本電信電話㈱北海道事業部 救出･救助班 総務部長
㈱NTTﾄﾞｺﾓ北海道支社 消防応援活動 総合政策部長
KDDI㈱ 調整担当 環境生活部長
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱ ヘリコプター等 保健福祉部長
日本赤十字社北海道支部 運用調整班 経済部長 現地本部 総 務 班
日本放送協会札幌放送局 応急医療班 農政部長 広 報 班
東日本高速道路㈱北海道支社 特命班 水産林務部長 保健医療班
北海道電力㈱ 応援受援・ 建設部長 生活福祉班
一般社団法人北海道医師会 輸送調整班 産 業 班
その他の防災関係機関 避難所担当 本部連絡員 建設土木班

北海道ヘリコプター等運用調
整会議 (ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ等運用調整班) (地域創生部､総務課､税務課､課

地方本部 総務班 税課･納税課 (道税事務所を除
く))

該当総合振興局 保健環境班 (保健環境部)

又は振興局 産業経済班 (産業振興部)

指揮室 土木技術班 (建設管理部)

協 力 班 (その他の地方部局)

東京地方本部 (東京事務所)

災害警備本部 (北海道警察本部)

教育対策本部 (北海道教育庁)

② 運営
災害対策本部の運営は、北海道災害対策本部条例(昭和37年北海道条例54号）及び北

海道災害対策本部運営規程に定めるところによる。
③ 所掌
災害対策本部の所掌事務は、北海道災害対策本部運営規程に定めるところによるが、

その主なものは次のとおりである。
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災害対策本部の主な所掌事務

災 害 対 策 本 部
危機管理班 1 気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに情報等の受理伝達

2 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告
3 北海道防災会議との連絡調整に関すること
4 災害対策本部の設置及び廃止
5 地方本部に対する指示及び連絡
6 救助法の適用
7 市町村長の実施すべき応急措置の代行
8 指定公共機関の長等に対する応急措置の実施要請等
9 自衛隊の災害派遣要請

総 務 班 1 道有財産（他部課の所管に属するものを除く）の被害調査及び応急対策
2 災害関係予算に関すること
3 私立学校の被害調査及び復旧対策
4 災害時の道税の措置

総合政策班 1 災害広報の企画実施
2 空港、港湾、交通施設等の被害状況の情報収集（他部課の所管に属する
ものを除く）

3 被災市町村に対する財政援助
4 災害時における通信手段の確保に関すること（他部課の所管に属するも
のを除く）

環境生活班 1 災害時における廃棄物処理計画の指導
2 災害時の給水計画の指導
3 水道施設の復旧指導
4 災害時における生活必需品の需給及び価格動向の監視
5 被災に伴う環境の監視及び公害対策の指導
6 家庭動物等対策の調整

保健福祉班 1 応急救助計画の作成及び実施
2 市町村における応急救助の実施指導
3 日赤救助活動の連絡調整
4 救助法に基づく救助物資の調達及び配分
5 被災地の高齢者、障がい者等の保護
6 被災者の生活保護
7 災害時の医療救護
8 医療資機材の確保及び供給
9 災害時の防疫計画の作成及び実施
10 災害時の保健指導
11 社会福祉協議会を通じたボランティアの活動への支援

経 済 班 1 災害時における流通対策の総合調整
2 エネルギー関係の被害調査及び復旧対策
3 災害時における燃料の需給等の調整
4 商工業及び労働に係る災害応急対策の総合調整

農 政 班 1 農業関係の被害調査及び応急対策
2 被災地の農作物及び家畜の技術指導
3 農業災害関係資金の融通
4 農地、農業用施設及び農地海岸保全施設の応急措置等
5 関係団体に対する指導・調整及び応援の要請

水産林務班 1 漁業災害に関する応急措置及び復旧対策
2 漁港、漁港海岸及び漁業用施設の被害調査、応急措置及び復旧対策
3 漁船の応急措置及び復旧対策
4 林業関係災害の被害調査、応急措置及び復旧対策
5 災害応急復旧用木材の需給対策
6 関係団体に対する指導・調整及び応援の要請
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災 害 対 策 本 部
建 設 班 1 被災地の道路の交通不能箇所の調査及び交通の確保等

2 河川等の被害調査及び応急措置
3 海岸の事故等の情報収集、被害調査及び応急措置等
4 砂防、急傾斜地等の被害調査及び応急措置
5 公園、下水道の被害調査及び復旧対策
6 都市施設の被害調査及び復旧対策
7 建築物の被害状況調査（応急危険度判定等）

出 納 班 1 災害救助基金等応急救助費の支出
企 業 班 1 施設の情報収集及び被害調査
道立病院班 1 災害時の医療救護

2 医療資機材の確保及び供給

④ 複合災害発生時の体制
複合災害が発生した場合において、対策本部が複数設置された場合は、重複する要員

の所在調整、情報の収集・連絡・調整のための要員の相互派遣、合同会議の開催等に努
めるものとする。対策本部事務局の担当部局が異なる場合には、統合を含めた具体的な
連携方策をあらかじめ定めておくものとする。現地対策本部についても、必要に応じて、
同様の配慮を行うものとする。

(ｳ) 設置場所
①災害対策本部は、原則として本庁に設置する。
②災害対策本部員会議は、本庁舎３階、テレビ会議室で開催する。

(ｴ) 災害対策本部指揮室
① 設置
本部長は、災害の規模その他の状況により、当該災害に係る災害応急対策を推進する

ため、特別の必要があると認めるときは、関係機関等（基本法第23条第7項に規定する
関係機関等）へ職員等の参集を要請し、初動対応の指揮命令を担う災害対策本部指揮室
を設置することができる。
② 組織等
a 組織
指揮室に指揮室長を置き、指揮室長は副本部長とする。
指揮室長は、指揮室の各班及び指揮室に属する職員を指揮監督する。
災害対策本部の各班に属する職員は、必要により指揮室の要員を兼ねる。

b 運営
災害対策本部指揮室の運営は、北海道災害対策本部運営規程及び北海道災害対策本

部運営要領に定めるところによる。
c 所掌
災害対策本部指揮室の所掌は、北海道災害対策本部運営要領に定めるところによる
が、その主なものは次のとおりである。

班 所掌事務

統括班 ○災害対策本部及び指揮室の運営に関すること

○本部員会議の開催、運営に関すること

○自衛隊との調整に関すること（他班に属することを除く）

○道警との調整に関すること（他班に属することを除く）

○国及び国の現地対策本部との連絡調整に関すること

○地方本部等との調整、支援及び人員派遣（現地連絡員）に関すること

○市町村の実施すべき応急措置の代行に関すること（罹災証明を除く）

○災害対策基本法等の運用統括

○報道専門官による発表に関すること

○報道対応に関すること

○災害救助法の適用に関すること

［情報・広報 ○各班からの情報集約と時系列の作成及び各班への情報提供

担当］ ○公開情報（テレビ、報道等）の収集

○気象情報等の収集等
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○各地方本部からの情報収集と提供

○防災関係機関の被害状況の把握及び防災関係機関からの情報収集

（航空映像含、防災共通地図を含む）

○消防庁への報告に関すること

○SNSを用いた情報発信に関すること

○広報に関すること

総務・庶務班 ○道議会に関すること

○指揮室の庶務に関すること

○職員の食料・飲料に関すること

○職員の勤務体制に関すること

○災害義援金に関すること

○災害見舞金に関すること

○罹災証明の支援に関すること

ライフライン・ ○ライフライン（通信網、電力施設、ガス関係、上下水道）の被害

公共交通機関班 状況や復旧目処に関する情報収集及び復旧調整

○ＪＲ、空港、港湾の被害状況や復旧目処に関する情報収集

○公共交通機関など交通機関の運行状況や復旧目処に関する情報収集

○高速道路の無料化措置に関すること

道路交通・河川班 ○道路の被害状況や応急対応の復旧状況及び通行止め等の道路情報

に関する情報収集

○緊急輸送路に関すること

○河川等の被害状況や応急対応の状況等に関する情報収集

救出・救助班 ○消防、警察、海上保安庁、自衛隊等が実施する救出救助活動の総

合調整及び被災者の救出に関すること

○ヘリコプター等運用調整班との調整

［消防応援活 ○消防応援活動調整本部の運営

動調整担当］

ヘリコプター等○ヘリコプター等の運用調整に関すること

運用調整班

応急医療班 ○医療救護に関する状況把握、連絡調整に関すること

○保健医療福祉調整本部、ＤＭＡＴ調整本部との調整に関すること

○ＤＭＡＴ・救護班の派遣、受入に関する連絡調整に関すること

○医薬品等の供給対策に関すること

特命班 ○災害対策本部指揮室における特命事項に関すること

○原子力災害対策に関すること

応援受援・ 〇職員の派遣等に関すること

輸送調達班 〇市町村間の職員の派遣等に関すること

〇物資（食料、水、生活必需品等）の輸送・調達等に係る関係機関

との連絡調整に関すること

〇市町村における要配慮者対策の把握・支援に関すること

〇社会福祉協議会を通じた災害ボランティア活動の状況把握、連絡

調整に関すること

〇災害救助法の適用に付随する事務処理に関すること

［避難所担当］〇避難に係る調整及び避難所運営等、避難に係る諸対策に関すること
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③ 設置場所
ａ 災害対策本部指揮室は、本庁舎地下１階危機管理センターに設置する。
ｂ 要請を受けた関係機関等の職員は、指揮室が設置された危機管理センターに参集す
るものとし、活動状況等により別館地下１階大会議室を活用する。

④ 通知
本部長は、災害対策本部指揮室を設置、又は廃止したときは、直ちに本部員、地方本

部長、関係市町村長及び関係する防災関係機関の長に通知する。
⑤ 廃止
本部長は、災害応急対策がおおむね完了したとき、若しくは災害状況に応じて災害対

策本部指揮室を廃止する。
(ｵ) 廃 止

知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむ
ね完了したときは、災害対策本部を廃止する。

(ｶ) 通 知
知事は、災害対策本部を設置したときは、直ちに本部員、地方本部長に通知すると

ともに、別に定める本部標識を掲示する。
また、速やかに次に掲げる者のうち必要と認めるものに通知する。
なお、廃止した場合は、設置の場合に準ずるものとする。

① 市町村長
② 防災会議構成機関の長
③ 内閣総理大臣及び国務大臣
④ 隣接県知事

イ 災害対策地方本部
(ｱ) 設置

災害対策本部を設置する場合は、知事は、関係する総合振興局又は振興局及び東京事
務所に災害対策地方本部（以下「地方本部」という。）を置くことができる。

(ｲ) 組織等
① 組織
地方本部に地方本部長を置き、地方本部長は総合振興局長又は振興局長及び東京事務

所長とする。
地方本部長は、本部長の定めるところにより、災害対策に関する事務を掌理し、所属

の職員を指揮監督する。
② 運営
地方本部の運営は、北海道災害対策本部条例（昭和37年北海道条例第54号）及び北海

道災害対策本部運営規程に定めるところによる。
③ 所掌
地方本部の所掌事務は、北海道災害対策本部運営規程に定めるところによるが、その

主なものは次のとおりである。

地方本部の主な所掌事務
地 方 本 部

総 務 班 1 気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに情報等の受理伝達及び対
策通報

2 被害状況等の収集及び報告
3 市町村長に対する応急措置の実施又は応援の指示権の行使
4 指定公共機関の出先の長等に対する応急措置の実施要請等
5 防災通信の運用
6 自衛隊の災害派遣要請
7 総合振興局又は振興局協議会に関すること

保健環境班 1 災害時の応急医療の調整
2 被災地の給水計画及び水道施設復旧の指導
3 被災地の防疫の実施指導
4 被災地の環境衛生保持及び食品衛生保持
5 被災地の保健衛生指導
6 被災地の医療品等の需給
7 救助実施の指導
8 社会福祉協議会を通じたボランティア活動への支援
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9 被災地の廃棄物処理の調整・支援
10 被災に伴う環境の監視及び公害対策の指導
11 家庭動物等対策の収容調整

産業経済班 1 災害時の応急食料の供給
2 災害時の生活必需品、燃料その他物資の供給に関すること
3 災害応急対策資機材等の需給
4 被災各種産業の被害調査、応急措置及び復旧対策

土木技術班 1 災害時の関係公共土木施設被害調査及び災害応急対策の実施
2 被災地の交通情報の収集及び所管する交通路の確保
3 被災建物に係る調査（応急危険度判定等）

協 力 班 1 災害予防及び応急対策実施のための応援等

(ｳ) 設置場所
地方本部は、関係する総合振興局又は振興局及び東京事務所に設置する。
なお、必要に応じて、地方本部に災害対策指揮室を設置することができる。この場合

においては、次のとおりとする。
① 災害対策地方本部指揮室の設置

地方本部長は、災害の規模その他の状況により、当該災害に係る災害応急対策を推
進するため、特別の必要があると認めるときは、関係機関等（基本法第23条第7項に規
定する関係機関等）へ職員等の参集を要請し、初動対応の指揮命令を担う災害対策地
方本部指揮室を設置することができる。

② 災害対策地方本部指揮室の組織等
a 組織
地方本部指揮室に指揮室長を置き、指揮室長は副地方本部長とする。
指揮室長は、地方本部指揮室の各班及び地方本部指揮室に属する職員を指揮監督す
る。
災害対策地方本部の各班に属する職員は、必要により指揮室の要員を兼ねる。

b 運営
災害対策地方本部指揮室の運営は、北海道災害対策本部運営規程及び北海道災害対

策本部運営要領に定めるところによる。
c 所掌
地方本部指揮室には、災害対策本部の指揮室に準じた班を置く。なお、班の職員及

び所掌事務は、別に当該地方本部の地方本部長が定める。
③ 設置場所

災害対策地方本部指揮室は、当該振興局が定める場所に設置する。
④ 通知

地方本部長は、災害対策地方本部指揮室を設置、又は廃止したときは、直ちに地方
本部員、関係市町村長及び関係する防災関係機関の長に通知する。

⑤ 廃止
地方本部長は、災害応急対策がおおむね完了したとき、若しくは災害状況に応じて

災害対策地方本部指揮室を廃止する。
(ｴ) 廃止

知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむね
完了したときは、地方本部を廃止する。

(ｵ) 通知
知事は、地方本部を設置したときは、速やかに次に掲げる者のうち必要と認めるもの

に通知する。
なお、廃止した場合は、設置の場合に準ずるものとする。

① 市町村長
② 防災会議構成機関の長

ウ 現地災害対策本部等
(ｱ) 設置

本部長は、迅速･的確な災害応急対策を実施するため必要と認めるときは、被災現地
に現地災害対策本部（以下「現地本部」という。）を設置することができる。

(ｲ) 組織等
① 組織
a 現地本部は、北海道災害対策本部条例に基づき、災害対策本部及び地方本部の
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職員のうちから、本部長が指名する者をもって組織する。
b 被災地の地方本部各班は、必要な災害対策に係る連絡調整員を現地本部関連班
に派遣し、一体的な対策を実施するものとする。
c 住民避難や学校施設被害が想定される場合、教育対策本部は、連絡調整員を現
地本部生活福祉班に派遣するものとする。

② 所掌
班 所 掌 業 務

総 務 班 ・被災情報、措置状況等の収集、記録及び各災害対策本部への伝達
・現地本部員会議、関係災害対策本部調整会議等の実施
・防災無線、ネットワーク等通信の確保

広 報 班 ・住民等への情報提供
・各種報道対応

保健医療班 ・傷病者搬送（トリアージ）の調整
・医療救護班活動の支援及び地元病院等関係機関との調整
・防疫対策の指導

生活福祉班 ・救助物資、救助法に関する調整
・避難所、仮設住宅、家庭動物等の調整、支援
・社会福祉協議会、ボランティア等との調整、支援

産 業 班 ・農林水産業、商工業に関する被災状況等の把握
・農林水産業、商工業に係る応急対策の調整、指導、実施

建設土木班 ・所管の公共土木施設等に関する被害状況等の把握
・所管の公共土木施設等に係る応急対策の調整、実施
・被災地の交通情報の把握及び所管交通路の確保

③ 複合災害発生時の体制
複合災害が発生した場合において、現地本部が複数設置された場合は、重複する要員

の所在調整、情報の収集・連絡・調整のための要員の相互派遣、合同会議の開催等に努
めるものとする。

(ｳ) 通知
本部長は、現地本部を設置、又は廃止したときは、直ちに本部員、地方本部長、関係

市町村長及び関係する防災関係機関の長に通知する。
(ｴ) 廃止

本部長は、被災現地における災害応急対策がおおむね完了したときは、現地本部を廃
止する。

(ｵ) 現地災害対策連絡本部の設置
連絡本部長は、アからエの規定に準じて、現地災害対策連絡本部を設置することがで

きる。
２ 市町村の災害対策組織

市町村長は、災害時、災害の状況に応じて、基本法第23条の２の規定に基づき災害対策本
部を設置し、その地域に係る災害応急対策を実施する。
市町村は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、適切な

対応がとれるよう努めるとともに、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。
３ 防災関係機関の災害対策組織

指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の長は、災害時、災害の状況に応
じて災害対策組織を設置し、その所管に係る災害応急対策を実施する。

４ 災害対策現地合同本部
(1) 設 置

災害対策現地合同本部は、大規模な災害時に、防災機関が相互に協議し、現地において
災害対策を連携して行うことが必要なときに設置する。
また、災害の状況等により必要な場合は、災害発生地域の防災関係機関による地方災害

対策現地合同本部を設置することができる。
災害対策現地合同本部等設置に関する情報伝達系統は、次のとおりである。



- 32 -

第3章 防災組織

災害対策現地合同本部等設置に関する情報伝達系統
大規模災害 大規模事故災害

（予兆、気象等特別警報・警報・注意報及
び情報等、災害の発見等）
気象台 防災関係機関 研究機関 事故発見者 施設管理者の出先機関

消 防 施設管理者
消 防

市町村 関係機関 警 察
警 察

市町村
総合振興局又は振興局

総合振興局又は振興局
北海道 防災関係機関

北海道 防災関係機関

市町村
消防機関

現地合同本部の設置協議 北海道開発局
派遣要請 第一管区海上保安本部

市町村ほか防災関係機関 陸上自衛隊北部方面総監部
北海道警察
札幌管区気象台
東日本電信電話㈱北海道事業部

災害対策現地合同本部 派遣 ㈱ＮＴＴドコモ北海道支社
(地方災害対策現地合同本部) 北海道電力㈱

日本赤十字社北海道支部
東日本高速道路㈱北海道支社
北海道旅客鉄道㈱
一般社団法人北海道医師会
その他防災関係機関

ア 組 織
災害対策現地合同本部等の組織は、次のとおりとする。

災害対策現地合同本部等組織図

本部長 副本部長 総 務 班
住民対応班
広 報 班
医 療 班
救助救出班
警 備 班
応急対策班
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現地合同本部等の業務分担（基準）
班 担 当 内 容 主な担当機関

総 務 班 総務担当 現地合同対策本部の庶務 北海道、市町村、通信関係機関、施
設管理者

調整担当 関係機関の調整（応援･協 北海道、市町村、気象台
力の要請）

住民対応班 被災者家族への対応等 北海道、市町村、施設管理者
広 報 班 報道対応、住民への情報提 北海道、市町村、防災関係機関、施

供 設管理者
医 療 班 応急措置 被災者のトリアージ・応急 北海道、消防、医師会、日赤

対応 処置等
健康管理 被災者家族等の健康管理・ 北海道、市町村、医師会、日赤
対応 対応等

救助救出班 救助救出方法の検討、調整、警察、消防、施設管理者、市町村
実施 （自衛隊、海保～派遣があった場合）

警 備 班 被災現場の交通規制、立入 警察、海保、施設管理者、市町村
制限等

応急対策班 災害応急措置等 北海道、市町村、防災関係機関、施
設管理者
（自衛隊～災害派遣があった場合）
※施設管理者は、事故災害の場合のみ

イ 運営等
災害対策現地合同本部設置要綱に定めるところによる。

(2) 廃止
災害対策現地合同本部等は、災害応急対策がおおむね完了したときに、防災関係機関が

相互に協議し廃止する。

５ 消防応援活動調整本部
(1) 設 置

緊急消防援助隊の出動が決定された場合、被災地での緊急消防援助隊の迅速かつ的確な
活動に資するため、消防組織法第４４条の２及び「北海道消防応援活動調整本部設置規程」
に基づき、知事が消防応援活動調整本部を設置し、連絡調整等を行うものとする。
ア 調整本部は、被災地が複数の市町村である場合、又は、被災地が一つの市町村であっ
ても被害の状況等から必要があると認める場合には、設置するものとする。
イ 調整本部は、北海道庁本庁舎内に設置する。ただし、必要に応じ被災地において連絡
調整に適する場所に設置することができるものとする。

(2) 運営等
北海道消防応援活動調整本部設置規程に定めるところによる。

(3) 廃 止
調整本部は、知事の応援要請の解除決定に伴い、北海道内における緊急消防援助隊の活

動が全て終了した時点において、廃止するものとする。

６ 民間団体との協力
道及び市町村は、災害時、災害の状況に応じて民間団体と連携協力しながら、迅速・的確

に災害応急対策を実施する。
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【 災害（事故）時等の道の対応 】

各部・総合振興局又は振興局等出先機関 市町村、消防、警察、施設管理者

連 総 務 部
（危機対策局危機対策課） 関 係 部

絡 報告・指示

体 危 機 管 理 監
（危機対策局長）

制
報告・指示

知 事
（副 知 事)

緊 急 幹 部 会 議
（構成員）

決 知事、副知事、危機管理監
定

対 災害対策連絡本部 地方連絡本部

・本 部 長：知事 現地連絡本部
策 決 ・副本部長：副知事

定 ・班 長：各関係部長等 現地合同本部（

組 移
行）

織 災 害 対 策 本 部 地 方 本 部

・本 部 長：知事 現 地 本 部
・副本部長：副知事
・本 部 員：各部長等 現地合同本部

消防応援活動調整本部
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７ 道職員の動員配備
(1) 配備計画

各部局長、総合振興局長又は振興局長等は、災害の種類・規模に応じて適切な職員配置
を行うため、連絡体制、配備する人員などを予め配備計画として定めるものとする。

(2) 配備基準等
区分 体制 配 備 基 準 配 備 人 員

連絡本部 第１ １ 気象業務法に基づく気象、地 配備計画の第１非常配備人員
の設置前 非常 象、地動及び水象に関する警報 とし、災害の状況により必要

配備 又は情報等を受けたとき。 と認める人員
２ 噴火警報（火口周辺）又は火口
周辺警報が発表され、火口周辺
に影響を及ぼす噴火が発生し、
又は発生すると予想されるとき。
（噴火警戒レベル２相当）

３ 局地的、小規模な事故等で被
害が軽微なとき。

連絡本部 第２ 災害対策連絡本部設置基準による 配備計画の第２非常配備人員
の設置後 非常 とし、災害の状況により必要

配備 と認める人員
災害対策 第３ 災害対策本部設置基準による 配備計画の第３非常配備人員
本部の設 非常 とし、災害の状況により必要
置後 配備 と認める人員

（備考） 災害の規模及び特性に応じ上記基準によりがたいと認められる場合においては、臨機応変の

配備体制を整えるものとする。

※ なお、地震及び津波災害の基準については、地震・津波防災計画編に登載している
ので省略する。

(3) 職員の配備体制
ア 連絡本部設置前
(ｱ) 第１非常配備要員は、配備基準に該当する災害等が発生したときは、直ちに配備体
制につく。

(ｲ) 第１非常配備に関わる指揮監督は、各部局長が行う。
なお、総括は危機管理監が行う。

イ 連絡本部設置後
(ｱ) 連絡本部長は、連絡本部の設置を決定したときは、直ちに第２非常配備体制をとる
よう各班長及び地方連絡本部長に通知する。
(ｲ) 各班長及び地方連絡本部長は、連絡本部の設置が決定されたときは、配備計画に基
づき第２非常配備体制をとる。

ウ 災害対策本部設置後
(ｱ) 災害対策本部長は、災害対策本部の設置を決定したときは、直ちに第３非常配備体
制をとるよう各班長及び地方本部長に通知する。
(ｲ) 各班長及び地方本部長は、災害対策本部の設置が決定されたときは、配備計画に基
づき第３非常配備体制をとる。

(4) 緊急参集等
職員は、勤務時間外、休日等において、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ

ることを覚知したときは、配備計画に基づき、自身の安全の確保に十分配慮しつつ、直ち
に所属、又は予め指定された場所に参集し配備につく。

(5) 休日・夜間の連絡体制の確保
災害時には、初動時の対応が最も重要であることから、道、市町村及び防災関係機関は、

休日、夜間においても迅速に初動体制がとれるよう連絡体制を整備する。
また、通信の途絶等により職員との連絡がとれない場合を想定した自主参集などについ

ても、連絡体制の中に定めておくことが望ましい。

８ 知事の職務の代理
緊急幹部会議の招集や災害対策(連絡)本部の設置をはじめ、災害応急対策に係る知事の職

務に関して、知事に事故あるときは、副知事がその職務を代理する。
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第２節 気象業務に関する計画

暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水、高潮、波浪等による災害を未然に防止し、また、その被害
を軽減するため、気象、地象（地震及び火山現象を除く）及び水象（地震に密接に関連するもの
を除く）等の特別警報・警報・注意報並びに気象情報等の伝達方法及びこれらの異常現象発見者
の通報義務等に関する組織、業務等は次に定めるところによる。
なお、国及び道は、避難指示等の発令基準に活用する風水害に関する防災気象情報を、警戒レ

ベルとの関係が明確になるよう、５段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な避
難判断等を促すものとする。

第１ 気象業務組織
１ 予報区と担当官署
(1) 予報区
ア 予報区は、予報及び警報・注意報の対象とする区域であり、わが国全域を対象とする
全国予報区（気象庁本庁担当）と全国予報区を11に分割した地方予報区、地方予報区を
更に56に分割した府県予報区から成っている。北海道においては全域を対象とする北海
道地方予報区（札幌管区気象台担当）と７つの府県予報区に分かれている。この府県予
報区を担当する官署（府県予報区担当気象官署及び分担気象官署）は次のとおりである。

府県予報区名称 区 域 担当官署
宗谷地方 宗谷総合振興局管内 稚内地方気象台
上川・留萌地方 上川総合振興局及び留萌振興局管内 旭川地方気象台
石狩・空知・後志地方 石狩振興局、空知総合振興局及び後志総 札幌管区気象台

合振興局管内
網走・北見・紋別地方 オホーツク総合振興局管内 網走地方気象台
釧路・根室・十勝地方 釧路総合振興局、根室振興局及び十勝総 釧路地方気象台

合振興局管内
一次細分区域：十勝地方 帯広測候所＊

胆振・日高地方 胆振総合振興局及び日高振興局管内 室蘭地方気象台
渡島・檜山地方 渡島総合振興局及び檜山振興局管内 函館地方気象台

注）＊印の帯広測候所は、分担気象官署。十勝地方の気象等に関する特別警報・警報・注意報発表を担当
する官署である。

イ 府県天気予報及び特別警報・警報・注意報に用いる細分区域名は次のとおり。
(ｱ) 一次細分区域
府県天気予報を定常的に細分して行う区域。気象特性、災害特性及び地理的特性によ

り府県予報区を分割して設定する。なお、北海道において、オホーツク総合振興局管内
は網走地方・北見地方・紋別地方、その他は総合振興局又は振興局単位の地方とする。
(ｲ) 二次細分区域

特別警報・警報・注意報の発表に用いる区域。市町村を原則とするが、一部市町村
を分割して設定している場合がある。
二次細分区域において、海に面する区域にあっては、沿岸の海域を含むものとする。

(ｳ) 市町村等をまとめた地域
二次細分区域ごとに発表する警報・注意報の発表状況を地域的に概観するために、

災害特性や都道府県の防災関係機関等の管轄範囲などを考慮してまとめた区域。

注）警報・注意報が発表された場合のテレビやラジオによる放送などでは、重要な内容
を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、市町村等をまとめた地域の名称を用いる場合が
ある。
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府県予報区 一次細分 市町村等をま 二次細分区域名
（担当気象官署） 区域名 とめた地域

宗谷北部 稚内市、豊富町、猿払村、幌延町

宗谷地方 宗谷地方 利尻・礼文 礼文町、利尻町、利尻富士町

（稚内地方気象台） 宗谷南部 浜頓別町、中頓別町、枝幸町

上川北部 士別市、名寄市、中川町、美深町、下川町、剣淵町、和寒町、

音威子府村、幌加内町

上川・留萌地方 上川地方 上川中部 旭川市、鷹栖町、比布町、愛別町、東神楽町、東川町、

（旭川地方気象台） 上川町、美瑛町、当麻町

上川南部 富良野市、上富良野町、南富良野町、占冠村、中富良野町

留萌北部 遠別町、天塩町

留萌地方 留萌中部 苫前町、羽幌町※、天売焼尻※、初山別村

留萌南部 留萌市、増毛町、小平町

石狩北部 石狩市、新篠津村、当別町

石狩地方 石狩中部 札幌市、江別市

石狩南部 千歳市、恵庭市、北広島市

北空知 深川市、沼田町、妹背牛町、秩父別町、北竜町

石狩・空知・後志 中空知 芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、浦臼町、

地方 空知地方 新十津川町、雨竜町、奈井江町、上砂川町

（札幌管区気象台） 南空知 夕張市、岩見沢市、美唄市、三笠市、月形町、長沼町、

由仁町、栗山町、南幌町

後志北部 小樽市、余市町、積丹町、赤井川村、古平町、仁木町

後志地方 羊蹄山麓 ニセコ町、真狩村、喜茂別町、京極町、倶知安町、留寿都村

後志西部 蘭越町、黒松内町、寿都町、共和町、神恵内村、島牧村、

岩内町、泊村

網走地方 網走西部 北見市常呂※、網走市、大空町、佐呂間町

網走・北見・紋別 網走南部 美幌町、津別町

地方 網走東部 小清水町、斜里町、清里町

（網走地方気象台） 北見地方 北見市北見※、置戸町、訓子府町

紋別地方 紋別北部 紋別市、雄武町、興部町、西興部村、滝上町

紋別南部 湧別町、遠軽町

釧路北部 弟子屈町

釧路地方 釧路中部 標茶町、釧路市阿寒※、鶴居村

釧路南西部 釧路市釧路※、釧路市音別※、釧路町、白糠町

釧路・根室・十勝 釧路南東部 浜中町、厚岸町

地方 根室北部 羅臼町、標津町、中標津町

（釧路地方気象台） 根室地方 根室中部 別海町

（帯広測候所＊） 根室南部 根室市

十勝北部 新得町、鹿追町、上士幌町、陸別町、足寄町

十勝地方 十勝中部 帯広市、音更町、本別町、芽室町、幕別町、池田町、浦幌町、

豊頃町、清水町、士幌町

十勝南部 大樹町、広尾町、中札内村、更別村

胆振西部 伊達市伊達※、伊達市大滝※、豊浦町、洞爺湖町、壮瞥町

胆振・日高地方 胆振地方 胆振中部 室蘭市、苫小牧市、登別市、白老町

（室蘭地方気象台） 胆振東部 安平町、厚真町、むかわ町

日高西部 日高町日高※、日高町門別※、平取町

日高地方 日高中部 新冠町、新ひだか町

日高東部 浦河町、様似町、えりも町

渡島北部 長万部町、八雲町八雲※

渡島・檜山地方 渡島地方 渡島東部 函館市、北斗市、森町、七飯町、鹿部町

（函館地方気象台） 渡島西部 松前町、知内町、木古内町、福島町

檜山北部 せたな町、八雲町熊石※、今金町

檜山地方 檜山南部 江差町、乙部町、厚沢部町、上ノ国町

檜山奥尻島 奥尻町

注) 1 根室地方の一次細分区域は、色丹郡、国後郡、択捉郡、紗那郡及び蘂取郡を含む。

2 ＊印の帯広測候所は、分担気象官署。十勝地方の特別警報・警報・注意報発表を担当する官署である。

3 ※は、市町村を分割して設定している二次細分区域を示す（分割区域の内訳は別表による）。
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別表 市町村を分割した地域

名 称 区 域

羽幌町 苫前郡羽幌町のうち天売焼尻の区域を除く区域

天売焼尻 苫前郡羽幌町のうち天売及び焼尻

北見市常呂 北見市のうち常呂町

北見市北見 北見市のうち北見市常呂の区域を除く区域

釧路市阿寒 釧路市のうち阿寒町

釧路市釧路 釧路市のうち釧路市阿寒及び釧路市音別の区域を除く区域

釧路市音別 釧路市のうち音別町

伊達市伊達 伊達市のうち伊達市大滝を除く区域

伊達市大滝 伊達市のうち大滝区

日高町日高 沙流郡日高町のうち日高総合支所管内

日高町門別 沙流郡日高町のうち日高町日高の区域を除く区域

八雲町八雲 二海郡八雲町のうち八雲町熊石の区域を除く区域

二海郡八雲町のうち熊石相沼町、熊石鮎川町、熊石泉岱町、熊石雲石町、

八雲町熊石 熊石大谷町、熊石折戸町、熊石黒岩町、熊石見日町、熊石関内町、熊石平町、

熊石畳岩町、熊石館平町、熊石泊川町、熊石鳴神町、熊石西浜町及び熊石根崎町

(2) 海上予報区
海上予報区は、海上予報と海上警報を発表する区域であり、全般海上予報区（気象庁本

庁担当）と全般海上予報区を12に分割した地方海上予報区から成っており、そのうち以下
の担当区域を札幌管区気象台が担当する。

海上予報区の細分区域
地方海上予報海域名 細分海域

日本海北部及びオホーツク海南部 ※１ サハリン西方海上
宗谷海峡
北海道西方海上
サハリン東方海上
網走沖

北海道南方及び東方海上 ※２ 北海道東方海上
釧路沖
日高沖
津軽海峡
檜山津軽沖

※１ 茂津多岬の突端から270度に引いた線以北及び知床岬の突端から90度に引いた線以
北並びに千島列島以北の海岸線から300海里以内の海域で5つの海域に細分している。

※２ 尻屋崎から110度に引いた線以北及び青森県と秋田県の境界線から315度に引いた
線以北並びに茂津多岬の突端から270度に引いた線及び知床岬の突端から90度に引い
た線以南並びに千島列島以南の海岸線から300海里以内の海域で5つの海域に細分し
ている。
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２ 予報区担当官署の業務内容
気象官署は、前述のように気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに気象情報等を発

表する担当区域を異にしており、またその業務内容も官署によって異なっている。
気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに気象情報等は府県予報区担当気象官署及び

分担気象官署、地方海上予報や警報は札幌管区気象台が担当する。
気象官署別の気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに気象情報等の種類は、次のと

おりである。

担 当 官 署 予報警報等の種類 回 数
地方天気予報 毎日3回（05、11、17時）
（地方天気分布予報）
地方季節予報

札幌管区気象台 早期天候情報 原則毎週2回（月・木）
（地方予報区担当官署） １か月予報 毎週1回（木）

３か月予報 毎月1回
暖候期予報 毎年1回（2月）
寒候期予報 毎年1回（9月）

地方気象情報 随時
府県天気予報 毎日3回（05、11、17時）

札幌管区気象台、函館・旭
地域時系列予報 毎日3回（05、11、17時）

川・室蘭・釧路・網走・稚
府県週間天気予報 毎日2回（11時、17時）

内地方気象台
気象等に関する特別警報 随時

（府県予報区担当官署）
・警報・注意報
府県気象情報 随時

帯広測候所 気象等に関する特別警報 随時
（分担気象官署） ・警報・注意報

府県気象情報 随時

札幌管区気象台
地方海上予報 毎日2回（07、19時）

（地方海上予報区担当官署）
地方海上警報 随時
地方海氷情報 随時

稚内・網走・釧路地方気象台 府県海氷情報 随時
（府県予報区担当官署）
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第２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報及び火
災気象通報
気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報並びに火

災気象通報の発表、伝達等は、気象業務法(昭和27年6月2日法律第165号）、水防法(昭和24年6
月4日法律第193号)、消防法(昭和23年7月24日法律第186号）、及び土砂災害警戒区域等におけ
る土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）の規定に基づき行うもので、
特別警報・警報・注意報等の種類、発表基準、発表方法、伝達方法等は次によるものとする。

１ 気象等に関する特別警報・警報・注意報の種類、発表基準及び伝達
(1) 種類及び発表基準
ア 気象等に関する特別警報

予想される現象が特に異常であるため重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場
合、その旨を警告して行う予報。発表は市町村単位で発表される。
なお、道内では、平成26年９月11日に石狩・空知・胆振地方で大雨特別警報（土砂災害・浸水害）
が発表されている。

種類 概要
大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想さ

れたときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別
警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事
項が明記される。 災害が発生又は切迫している状況であり、命の危険が迫ってい
るため直ちに身の安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。

暴風特別警報 暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想さ
れたときに発表される。

高潮特別警報 台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発生する
おそれが著しく大きいと予想されたときに発表される。危険な場所からの避難が必
要とされる警戒レベル４に相当。

波浪特別警報 高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想
されたときに発表される。

大雪特別警報 大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想さ
れたときに発表される。

暴風雪特別警報 雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい
と予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うこ
とによる視程障害等による重大な災害」のおそれについても警戒が呼びかけられる。

※ 土砂崩れの特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として発
表される。
イ 気象等に関する警報・注意報
(ｱ) 気象警報（資料編７－２ 各地方警報・注意報発表基準一覧表参照）

大雨警報 大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。大
雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水
害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災害）は、高齢者
等が危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベル３に相当。

大雪警報 大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
暴風警報 暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
暴風雪警報 雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害などによる
重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。

(ｲ) 気象注意報（資料編７－２ 各地方警報・注意報発表基準一覧表参照）

大雨注意報 大雨により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。ハザード
マップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされ
る警戒レベル２である。

大雪注意報 大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
風雪注意報 雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等による災害」のおそ
れについても注意を呼びかける。

濃霧注意報 濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
雷注意報 落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。また、発

達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害について
の注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への注意についても雷注意報で呼び
かけられる。

乾燥注意報 空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具
体的には、火災の危険が大きい気象条件を予想した場合に発表される。
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なだれ注意報 「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
着氷注意報 著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具

体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあるときに発表される。
着雪注意報 著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具

体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあるときに発表される。
融雪注意報 融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的に

は、浸水害、土砂災害等の災害が発生するおそれがあるときに発表される。
霜注意報 霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、

早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれのあるときに発表される。
低温注意報 低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的に

は、低温による農作物への著しい被害や、冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害
が発生するおそれがあるときに発表される。

ウ 高潮警報及び注意報（資料編７－２ 各地方警報・注意報発表基準 別表５参照）

高潮警報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれがあ
ると予想されたときに発表される。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベ
ル４に相当

高潮注意報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがあると予
想されたときに発表される。高潮警報に切り替える可能性に言及されていない場合
は、ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確
認が必要とされる警戒レベル２である。高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言
及されている場合は高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３
に相当。

エ 波浪警報及び注意報（資料編７－２ 各地方警報・注意報発表基準一覧表参照）

波浪警報 高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

波浪注意報 高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

オ 洪水警報及び注意報（資料編７－２ 各地方警報・注意報発表基準一覧表参照）

洪水警報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそ

れがあると予想されたときに発表される。河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊に

よる重大な災害が対象としてあげられる。高齢者等が危険な場所から避難する必要

があるとされる警戒レベル３に相当。

洪水注意報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあ

ると予想された時に発表される。避難に備えハザードマップ等により災害リスク等
を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。

※ 土砂崩れ及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意報に含
めて行われる。

(2) 防災気象情報と警戒レベル・警戒レベル相当情報との関係
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(3) 気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達
伝達は、次の系統図により伝達先に対して行う。この伝達は、府県予報区担当官署及び

分担気象官署が実施する。北海道には道内において発表されたすべての警報が伝達される。
気象官署の法定伝達機関は、消防庁、第一管区海上保安本部、北海道、NTT東日本・西日本、
NHK放送局である。
なお、気象業務法第15条の２に規程に基づき、気象等に関する特別警報を受けた北海道

は直ちに関係市町村に通知し、北海道からの通知を受けた市町村は直ちに住民及び所在の
官公署への周知の措置を講じなければならない（法定義務）。

※ 周知の措置：スピーカーによる放送、広報車巡回、携帯メールサービス、消防団等によ
る伝達等

（対策通報）

（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく気象等の特別警報・警報通知先
（二重線）は、特別警報が発表された際の気象業務法の規定に基づく通知もしくは周知の措置が義務付けられている伝達経路
は、放送・無線
（※1）府県予報区担当気象官署：札幌管区気象台、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内各地方気象台
          分担気象官署：帯広測候所
（※2）北海道開発局、陸上自衛隊北部方面総監部（情報部資料課）、北海道警察本部、北海道運輸局、北海道電力㈱ 等
（※3）NTT東日本・西日本には、特別警報及び警報のみ伝達

防災関係機関（※2）

北海道（危機対策課）

総合振興局又は振興局 市
町
村
長

一
般
住
民
・
官
公
署

報道機関

府県予報区担当気象官署
及び分担気象官署（※1）

船舶

消防庁

NTT東日本
NTT西日本

NHK放送局

第一管区海上保安本部

（※3）
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２ キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等
キキクル等の種類と概要

種類 概要
土砂キキクル 大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km四方の領域ご
（大雨警報（土 とに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予
砂災害）の危険 測を用いて常時10分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情
度分布） 報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認することができ

る。
・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされる警戒レベル５
に相当。
・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。
・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に
相当。
・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの
避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。

浸水キキクル 短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km四方の領
（大雨警報（浸 域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用い
水害）の危険度 て常時10分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険
分布） 度が高まっている場所を面的に確認することができる。

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされる警戒レベル５
に相当。

洪水キキクル 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）
（洪水警報の危 の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね１kmごとに５段
険度分布） 階に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時10分ご

とに更新しており、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を
面的に確認することができる。
・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされる警戒レベル５
に相当。
・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。
・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に
相当。
・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの
避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。

流域雨量指数の 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）
予測値 の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険度の高まりの予測を、洪水

警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けした時系列で示す情報。６時間
先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を用いて常時10分ごとに更新している。

３ 海上警報
(1) 種 類

船舶の運航に必要な海上の気象、波浪その他に関する警報で予想される風の強さによ
って、次の５種類に分けて発表する。

呼 称
種別

英 文 和 文 説 明

気象庁風力階級表の風力階級７（28～33
海上風警報 kt)の場合
かいじょうかぜけいほう

一般警報 WARNING
濃霧について警告を必要とする場合（海

海上濃霧警報 上の視程約500ｍ以下又は0.3海里以下）
かいじょうのうむけいほう

強風警報 GALE 気象庁風力階級表の風力階級８（34～40
WARNING 海上強風警報 kt)及び９（41～47kt）の場合

かいじょうきょうふうけいほう

STORM 気象庁風力階級表の風力階級10以上（48
暴風警報 WARNING 海上暴風警報 kt～)の場合（台風により風力階級12(64

かいじょうぼうふうけいほう

kt～)の場合を除く）

台風警報 TYPHOON 台風により気象庁風力階級表の風力階級
WARNING 海上台風警報 12（64kt～）の場合

かいじょうたいふうけいほう

警報なし NO 警報をする現象が予想されない場合又は
WARNING 海上警報なし 継続中の警報を解除する場合

かいじょうけいほう

海上警報解除
かいじょうけいほうかいじょ

（注）この表に掲げる以外の現象について警告を発する必要がある場合は、一般警報として 現象
名の前に「海上」を附した警報を行うことがある。（例：海上着氷警報）
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(2) 伝 達
伝達系統は次図のとおりである。

（注）・海上保安官署

第一管区海上保安本部 運用司令センター

・気象官署

札幌、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内

・漁業無線海岸局（14局）

稚内、枝幸、紋別、網走、雄武、沙留（興部）、根室、釧路、岩内、余市、小樽、

北るもい（羽幌）、増毛、室蘭

４ 水防活動用気象等警報及び注意報
水防活動の利用に適合する注意報及び警報は、次の表の左欄に掲げる種類ごとに、同表

の右欄に掲げる注意報、警報及び特別警報により代行する。
その種類は次のとおりであり、伝達は、次の系統により行う。

(1) 種 類
水防活動用気象注意報 大雨注意報
水防活動用気象警報 大雨警報

大雨特別警報
水防活動用高潮注意報 高潮注意報
水防活動用高潮警報 高潮警報

高潮特別警報
水防活動用洪水注意報 洪水注意報
水防活動用洪水警報 洪水警報
水防活動用津波注意報 津波注意報
水防活動用津波警報 津波警報

津波特別警報
(2) 伝 達

水防活動用気象等警報・注意報

（対策通報）

（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく水防活動用気象等警報の通知先
は、放送

（※1）府県予報区担当気象官署：札幌管区気象台、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内各地方気象台分担官署：帯広測候所
（※2）NTT東日本及びNTT西日本には、水防活動用気象等注意報の通知は行わない。
（※3）陸上自衛隊北部方面総監部（情報部資料課）、北海道警察、北海道運輸局、第一管区海上保安本部、北海道電力㈱ 等

NTT東日本
NTT西日本

北海道（危機対策課）

総合振興局又は振興局

市
町
村

一
般
住
民
・
避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設各開発建設部

防災関係機関（※3）

府県予報区担当気象官署
及び分担官署（※１）

消防庁

NHK放送局

報道機関

北海道開発局

（※2）
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５ 土砂災害警戒情報
大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしく

ない状況となったときに、市町村長の避難情報の発令判断や住民の自主避難の判断を支援
するため、対象となる市町村を特定して警戒が呼びかけられる情報で、総合振興局又は振
興局と気象台から共同で発表される。市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は土砂
キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認することができる
（https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:land）。
危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。
伝達は次の系統により行う。

（対策通報）
府県予報区担当気象官署
（※1）
総合振興局又は振興局
（建設管理部）

      は、放送
      は、土砂災害防止法第27条の規定に基づき通知が義務づけられている伝達経路
（※1）府県予報区担当気象官署：札幌管区気象台、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内各地方気象台
（※2）陸上自衛隊北部方面総監部（情報部資料課）、北海道警察、北海道運輸局、北海道電力㈱ 等

市
町
村

一
般
住
民
・
避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設

北海道（危機対策課）

総合振興局又は振興局

北海道開発局

消防庁

NHK放送局

報道機関

第一管区海上保安本部

防災関係機関（※2）
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６ 指定河川洪水予報
河川の増水や氾濫などに対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるように、

あらかじめ指定した河川（以下「洪水予報河川」という。）について、区間を決めて水位
又は流量を示して発表する警報及び注意報。警戒レベル２～５に相当する。
また、国土交通省と共同で指定河川洪水予報を実施する河川においては、大雨特別警報

の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くなると予測した場合には、臨
時の指定河川洪水予報を発表する。

(1) 洪水予報河川及び担当
ア 北海道開発局
水系名 河 川 名 担 当
石狩川 石狩川(下流)、豊平川、千歳川、夕張川、幾春別川、 札幌管区気象台、札幌開発建設部

空知川(下流)、雨竜川、当別川、月寒川、望月寒川、

篠津川、旧夕張川、須部都川、美唄川、奈井江川、

徳富川、尾白利加川、恵岱別川

石狩川上流、忠別川、美瑛川、牛朱別川 旭川地方気象台、旭川開発建設部

空知川（上流） 旭川地方気象台、札幌開発建設部

天塩川 天塩川、雄信内川、問寒別川、剣淵川 旭川・稚内地方気象台、旭川・留萌

開発建設部

名寄川 旭川地方気象台、旭川開発建設部

留萌川 留萌川 旭川地方気象台、留萌開発建設部

常呂川 常呂川、無加川 網走地方気象台、網走開発建設部

十勝川 十勝川、利別川、札内川、音更川、帯広川 釧路地方気象台、帯広開発建設部

鵡 川 鵡川 室蘭地方気象台、室蘭開発建設部

渚滑川 渚滑川 網走地方気象台、網走開発建設部

網走川 網走川、美幌川 網走地方気象台、網走開発建設部

後志利別川 後志利別川 函館地方気象台、函館開発建設部

沙流川 沙流川 室蘭地方気象台、室蘭開発建設部

湧別川 湧別川 網走地方気象台、網走開発建設部

釧路川 釧路川、新釧路川 釧路地方気象台、釧路開発建設部

尻別川 尻別川 札幌管区気象台、小樽開発建設部

イ 北海道
水系名 河 川 名 担 当
新 川 新川 札幌管区気象台、空知総合振興局

(2) 種類及び発表基準
種 類 標 題 概 要
洪水警報 氾濫発生情報 氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要となる。災害

がすでに発生している状況であり、命の危険が迫っているため直ちに身の

安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。

氾濫危険情報 基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき、氾濫危険水位以上の状態が

継続しているとき、急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、

さらに水位の上昇が見込まれるときに発表される。

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に対する対応

を求める段階であり、避難指示の発令の判断の参考とする。

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。

氾濫警戒情報 基準地点の水位が氾濫危険水位に達すると見込まれるとき、避難判断水位

に達しさらに水位の上昇が見込まれるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫

危険水位を下回ったとき（避難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断

水位を超える状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性がなくなった

場合を除く）に発表される。

高齢者等避難の発令の判断の参考とする。高齢者等は危険な場所からの避

難が必要とされる警戒レベル３に相当。

洪水注意報 氾濫注意情報 基準地点の水位が氾濫注意水位に達し、さらに水位の上昇が見込まれると

き、氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状況が継続しているとき、

避難判断水位に達したが水位の上昇が見込まれないときに発表される。

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動

の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。
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(3) 伝 達
ア 北海道開発局と札幌管区気象台等が共同で発表する場合
（水防法第10条第2項、気象業務法第14条の2第2項）

（対策通報）
（対策通報）

（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく洪水予報の通知先
は、放送
（※1）府県予報区担当気象官署：札幌管区気象台、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内各地方気象台
（※2）陸上自衛隊北部方面総監部（情報部資料課）、北海道警察 等
（※3）NTT東日本及びNTT西日本への洪水予報の伝達は洪水警報のみとし、一般の利用に適合する洪水警報の通知をもって代える。

水
防
団
・
消
防
機
関

一
般
住
民

北海道開発局
関係開発建設部

NHK放送局

報道機関

総合振興局又は振興局
（危機対策室）

消防庁

NTT東日本
NTT西日本

府県予報区担当気象官署
（※1）

防災関係機関（※2）

北海道
（建設部維持管理防災課）

北海道
（総務部危機対策課）

総合振興局又は振興局
（建設管理部）

関
係
水
防
管
理
者

（

関
係
市
町
村
長
）

（※3）
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イ 北海道と札幌管区気象台が共同で発表する場合
（水防法第11条、気象業務法第14条の2第3項）

（対策通報）
（対策通報）

（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく洪水予報の通知先
は、放送
（※1）府県予報区担当気象官署：札幌管区気象台、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内各地方気象台
（※2）陸上自衛隊北部方面総監部（情報部資料課）、北海道警察 等
（※3）NTT東日本及びNTT西日本への洪水予報の伝達は洪水警報のみとし、一般の利用に適合する洪水警報の通知をもって代える。

水
防
団
・
消
防
機
関

一
般
住
民

北海道開発局
関係開発建設部

NHK放送局

報道機関

総合振興局又は振興局
（危機対策室）

消防庁

NTT東日本
NTT西日本

府県予報区担当気象官署
（※1）

防災関係機関（※2）

北海道
（建設部維持管理防災課）

北海道
（総務部危機対策課）

総合振興局又は振興局
（建設管理部）

関
係
水
防
管
理
者

（

関
係
市
町
村
長
）

（※3）
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７ 水防警報（水防法第１６条）
(1) 国土交通大臣が行う水防警報
水防法第16条第１項の規定により、国土交通大臣が指定した河川・海岸についての水防

警報は、北海道開発局が発表し、伝達は次の系統により行う。
ア 河川

北 海 道 総合振興局又は振興

(建設部維持管理防災課) 局（建設管理部）

北 海 道 北海道警察
北海道開発局 (総務部危機対策課)

開発建設部 総合振興局又は振 自 衛 隊
興局（危機対策室）

関係水防管理者 水防団･消防機関
気象官署 （関係市町村長）

水防上の関係機関

イ 海岸
北 海 道 総合振興局又は振興

(建設部維持管理防災課) 局（建設管理部）

北 海 道 北海道警察
北海道開発局 (総務部危機対策課)

開発建設部 総合振興局又は振 自 衛 隊
興局（危機対策室）

関係水防管理者 水防団･消防機関
気象官署 （関係市町村長）

水防上の関係機関

(2) 知事が行う水防警報
水防法第16条第１項の規定により、知事が指定した河川についての水防警報は、北海

道が発表し、伝達は次の系統により行う。

北 海 道 北 海 道
(建設部維持管理防災課) (総務部危機対策課)

総合振興局又は振興局 総合振興局又は振 北海道警察
（建設管理部） 興局（危機対策室）

自 衛 隊
建設管理部出張所 開発建設部

関係水防管理者 水防団･
北海道開発局 （関係市町村長） 消防機関

気象官署 水防上の関係機関
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８ 水位情報の通知
(1) 国土交通大臣が行う水位情報の通知

水防法第13条第１項の規定により、国土交通大臣が指定した水位周知河川の水位情報
の通知は、次の伝達系統により行う。

北 海 道 総合振興局又は振興

(建設部維持管理防災課) 局（建設管理部）

北 海 道 北海道警察
北海道開発局 (総務部危機対策課)

開発建設部 総合振興局又は振 自 衛 隊
興局（危機対策室）

水防上の関係機関
気象官署

関係水防管理者
（関係市町村長） 水防団･消防機関

(2) 知事が行う水位情報の通知
水防法第13条第2項の規定により、知事が指定した水位周知河川の水位情報の通知は、

次の伝達系統により行う。

北 海 道 北 海 道
(建設部維持管理防災課) (総務部危機対策課)

総合振興局又は振興局 総合振興局又は振 北海道警察
（建設管理部） 興局（危機対策室）

自 衛 隊
建設管理部出張所 開発建設部

水防上の関係機関
北海道開発局

関係水防管理者 水防団･
気象官署 （関係市町村長） 消防機関

９ 火災気象通報（林野火災気象通報を兼ねる）
府県予報区担当官署及び分担気象官署が行う火災気象通報の発表及び終了の通報は、消

防法（第22条）の規定に基づき、札幌管区気象台から北海道に通報するものとする。
通報を受けた北海道は、管内市町村に通報するものとし、市町村長は、この通報を受け

たとき、又は気象の状況から火災の予防上危険であると認めたときは、火災に関する警報
を発することができる。
なお、火災気象通報は林野火災気象通報を兼ねるものとする。

(1) 伝 達
火災気象通報の伝達系統は、次のとおりである。

(2) 通報基準
火災気象通報基準は資料編７－３火災気象通報に関する申し合わせのとおりである。

は市町村長が火災に関する警報を発した場合

総合振興局又は振興局

消防機関

関係機関

一
般
住
民

気象官署 北海道

市町村



- 51 -

第3章 防災組織

10 気象情報等
(1)早期注意情報（警報級の可能性）

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から
翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（石狩地方など）
で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（石
狩・空知・後志地方など）で発表される。大雨と高潮に関して、[高]又は[中]が予想さ
れている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。

(2) 地方気象情報、府県気象情報
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、

特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等
に発表する情報。

(3) 台風に関する気象情報
北海道地方への台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と

防災対策の必要性を喚起することを目的として発表する情報。
(4) 記録的短時間大雨情報

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が
観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせ
た分析）され、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に、
気象庁から発表される。
この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小河川の増水・氾濫によ

る災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険
度が高まっている場所については、キキクル（危険度分布）で確認する必要がある。
土砂キキクル(危険度分布) https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:land
浸水キキクル(危険度分布) https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:inund
洪水キキクル(危険度分布) https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:flood

(5) 竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼び

かける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生し
やすい気象状況になっている時に発表する情報。なお、実際に危険度が高まっている場
所については竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。また、竜巻の目撃情
報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激し
い突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を発表する。
この情報の有効期間は、発表から概ね1時間である。

※雨雲の動き（降水・雷・竜巻ナウキャスト）：https://www.jma.go.jp/bosai/nowc/

第３ 異常現象を発見した者の措置等
１ 通報義務（基本法第54条第1及び2項）

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なくその状況を市町村長又
は警察官若しくは海上保安官に通報しなければならない。何人もこの通報が最も迅速に到着
するように協力しなければならない。

２ 警察官等の通報(基本法第54条第3項)
異常現象発見者から通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨をすみやかに市町村長

に通報しなければならない。

３ 市町村長の通報(基本法第54条第4項)
異常現象に関する通報を受けた市町村長は、次の気象官署に通報しなければならない。

あて先官署名 電話番号 地 域
札幌管区気象台 札幌（011)611-0170(天気相談所） 石狩振興局
札幌市中央区北2条西18 611-6125（地震火山） 空知総合振興局、
丁目2 後志総合振興局地域管内
函館地方気象台 函館（0138）46-2212（観測予報) 渡島総合振興局、
函館市美原3-4-4 46-2211（防災） 檜山振興局地域管内
旭川地方気象台 旭川（0166）32-6368（観測予報） 上川総合振興局、
旭川市宮前1条3丁目3-15 32-7102（防災） 留萌振興局地域管内
室蘭地方気象台 室蘭（0143）22-3227（観測予報） 胆振総合振興局、
室蘭市山手町2-6-8 22-4249（防災） 日高振興局地域管内
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釧路地方気象台 釧路（0154）31-5110（観測予報） 釧路総合振興局、
釧路市幸町10丁目3 31-5146（防災） 根室振興局地域管内
帯広測候所 帯広（0155）24-4555 十勝総合振興局地域管内
帯広市東4条南9丁目2-1 25-2334
網走地方気象台 網走（0152）43-4348（観測予報） オホーツク総合振興局地
網走市台町2-1-6 43-4349（防災） 域管内
稚内地方気象台 稚内（0162）23-2678（観測予報） 宗谷総合振興局地域管内
稚内市開運2-2-1 23-2679（防災）

第４ 気象官署の組織等
１ 気象官署

道内には、札幌管区気象台、各地方気象台等の気象官署があり、その組織は、次のとおり
である。

函館地方気象台
札

旭川地方気象台
気 幌

室蘭地方気象台
管

釧路地方気象台 帯広測候所
象 区

網走地方気象台
気

稚内地方気象台
庁 象

台 新千歳航空測候所

２ 観測所
気象庁は、気象災害を防止・軽減するために、雨、風、雪などの気象状況および潮位の変

動を時間的、地域的に細かく監視する地域気象観測システム（アメダス）および潮位観測施
設を全国に配置している。
本道における観測施設の種類及び内容は、次のとおりである。

種 類 内 容
地域気象観測所 気温、湿度、風向風速、降水量、日照時間（気象官署、特別地域気象

観測所に限る）、積雪の深さ（一部の観測所に限る。）を常時観測する施
設で道内173箇所（気象官署、特別地域気象観測所、空港を含む）に配
置している。

地域雨量観測所 降水量、積雪の深さ(一部の観測所に限る。）を常時観測する施設で道
内の52箇所に配置している。

潮位観測施設 潮位の変動を常時観測する施設で、道内６箇所(稚内、網走、釧路、
花咲、函館、小樽)に配置している。

第3章 防災組織


